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概 要 
 
本研究の目的は以下の 3 つである。1 つは、物流・運輸業界が抱える構造的な問題
に対して、リーダーシップの側面からその解決への手がかりとなりうる提言を行う。2
つ目は、物流・運輸業界における利益率の低さに関する問題に対して、管理会計の側
面からコストと利益を管理する物流管理会計フレームワークを提示する。そして 3 つ
目は、リーダーシップと数値管理における関係性について、質的研究法 SCQRM を用い
てその仮説を構築することである。 
初めに、物流・運輸業界が抱える構造的な問題について述べる。この問題について
は、変革型リーダーシップ(Kotter 1999)のリーダーシップとマネジメントの違いに関
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する研究を適用し、その本質を考える。そこで見えてきた問題は、物流・運輸業界は、
他の業界の構造的な変化に強く影響されるということである。外部環境の構造的な変
化に対処するには、組織内における変革型リーダーシップの割合を増やさなければな
らない。しかし、経済の成熟と共に企業間の競争が激しくなると、高度な物流サービ
スが求められるようになり、その結果、物流業務はより複雑化していく。この複雑化
に対処するには、組織内のマネジメントの割合を増やさなければならない。よって、
組織内における変革型リーダーシップとマネジメントの割合を、上手くバランスさせ
ることが必要となる。その具体的な内容として、事業部制組織の考え方を用いた方法
を提言している。物流センターに代表される前線の物流部署はマネジメントの割合を
高くし、日々の業務へ確実に対処する。そして、本部などの部署は変革型リーダーシ
ップの割合を高くし、長期的な視点にたった戦略の立案・実行をおこなう。最も避け
なければならないことは、本部が前線の部署を管理・監督することである。これでは、
組織全体におけるマネジメントの割合が高くなりすぎるため、外部環境の変化に対応
した変革が起こせなくなるのである。 
次に、物流・運輸業界における収益性の低さについてである。近年、企業における
売上高物流コスト比率は下落傾向にある。その反面、物流に関わる経費は増加傾向で
ある。これは、物流・運輸企業などがその利益を減らしながら物流サービスの提供を
行っているのではないかと推測される。また、規制緩和によって新規事業者数が増加
する一方、市場の出荷数は確実に減少している。このことによって、物流・運輸業界
に過当競争をもたらしている可能性が高い。このように、収益性の厳しい業界ではあ
るが、原価計算などの管理はそれほど進んでいないという事実がある。また、運賃な
どの規制が緩和されたことにより、原価計算書の提出も廃止された。よって、この業
界における収益性の低さを改善するには、原価計算と収支管理の両面で対策を行う必
要があると考える。そこで、物流管理会計(西沢 脩 2003)における ABCの活用を基に、
ABC、ABM、ABB、そして事業部制の損益計算書を包括的に活用した物流管理会計フレー
ムワークを提示した。これは、物流センターにおける管理会計上の責任範囲を費用(原
価)センターから利益センターへと変更し、利益管理と共にその物流センターの効率性
を測定できるものである。また、物流センターには売上げという概念がない。そのた
め、この売上げに代わるものとして社内振替価格を利用した方法を提示した。その社
内振替価格を算出する指数として使用するのが、ABC による物流原価計算である。こ
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れらを事業部制組織における損益計算書で包括的に統合することによって、物流セン
ターにおけるコストや利益の管理から、そこで活動するスタッフの業績評価までもが
可能となる物流管理会計フレームワークが完成する。これを基幹業務における業績の
測定や人事考課などに組み込んでいけば、物流管理会計フレームワークの継続的な使
用が可能となる。 
最後に、本研究では、物流企業の少数事例研究を行っている。この事例研究には、
質的研究法の一つである SCQRM(西條 剛央 2005)をメタ研究法として採用し、実際の
分析・コーティングには修正版グランデッド・セオリー・アプローチ(木下 康仁 2003)
を活用している。そこで、提示されたモデルは、「リーダーシップと数値管理における
関係性モデル」と「リーダーシップと企業文化における関係性モデル」の 2つである。
本研究のリサーチクエスチョンは、リーダーシップと数値管理における関係性に関す
るものであるため、本論文では「リーダーシップと数値管理における関係性モデル」
について述べている。このモデルでは、リーダーが数値による指標を活用することに
よって、フォロワーへの動機付けとコミュニケーション(共感)が促進されるという仮
説が提示された。この仮説から、企業が変革を行う際、リーダーが数値管理を活用す
ることによって、数値による指標がリーダーのリーダーシップ行動を補完する役割を
果たす可能性が示された。 
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第１章 はじめに 
 
第一節 研究の背景と問題意識 
筆者は、過去 16 年に渡り物流企業に勤務し、現場作業から物流における数値管理、
新規開拓などの営業、または物流システムの構築まで幅広く物流業務に従事してきた。
そこで常に感じていた問題意識として 2点挙げられる。 
1 つは、物流・運輸業界内における 2 極化である。ごく僅かな大企業と、大多数を
占める零細企業からなる物流・運輸業界は、全ての点において 2 極化している。その
両者の関係が従属的であることから、業界全体の底上げは難しいと言わざるを得ない。
本来、資金面で劣る物流・運輸中小企業も、独自の物流サービスで勝負する道がある
はずである。大企業、中小企業ともに切磋琢磨することができれば、物流・運輸業界
全体の底上げになると考える。また、荷主側からしても、物流サービスの選択肢が増
えることは、自社の物流戦略が多様化するため、歓迎される内容であると思われる。 
2 つ目は、荷主と物流・運輸企業との関係である。物流・運輸企業が物流に関する
専門的な技術を提供している以上、それは荷主にとってパートナーとなるはずである。
しかし、一部の企業を除いては、その大半がここでも従属的な関係にあることは否定
できない。荷主との関係を真のビジネス・パートナーとして構築するためには、変化
を先取りした提案型の物流サービス、または物流コストを管理する高度な技術を提供
していくことが必要になると考える。 
これらの問題意識から、筆者は物流コンサルタントとして物流業界の全体的な底上
げを行いたいと考えるようになった。特に、中小企業の底上げは焦眉の急であると考
える。高度な物流サービスを荷主へ提案する技術、または物流コストを管理する技術
などがなければ、中小の物流・運輸企業は単に物流センターの作業を遂行するだけの
役割となり、その結果、厳しい価格競争に巻き込まれるだけである。価格競争下での
生き残りでは、資産を持たない零細企業に強みがある。なぜなら、「固定費だけ回収で
きれば良い」という経営が可能となるからである。この結果、仕事を得るためだけの
タンピングされた価格が物流・運輸業界を席巻することになり、業界全体の体力を奪
っていく可能性が高くなる。 
特に近年、物流・運輸業を取り巻く経営環境を見てみると、様々な要因によって年々
厳しさを増している。しかし、その様な環境下にあっても、物流、運輸企業はローコ
8 
 
スト、高い安全性、そして高品質な物流サービスを提供し続けなければならない。こ
れは、中小の物流・運輸企業にとっては非常に厳しい状況である。だからこそ、厳し
い環境下であっても高いサービスの提供が可能となる企業体質への変革が求められて
いるのである。まさに、以前に見られたような、荷主と下請けという従属関係から脱
却し、厳しい競争下でも生き残っていける独立した企業体制の確立が必要となってい
る。 
そこで本研究では、それらの条件をクリアし、変革を続けている先進的な物流企業
の事例から、物流サービスを提供する企業はどうあるべきか、そのあるべき姿を提言
していきたい。また、提言だけではなく、その事例研究から企業が変革する上で重要
となる要因の仮説を、質的研究法の 1 つである SCQRM(西條 剛央 2007)によって生成
したいと考える。 
本研究で取り上げる先行研究は、以下の通りである。物流・運輸業界における変革
への対応については、変革型リーダーシップ(Kotter 2012)を取り上げる。その変革型
リーダーシップ論から、物流・運輸業界で変革の妨げになっているであろう問題の本
質を考え、その一端を明らかにしたい。そして、物流・運輸業界おいて変革を実施す
る上で必要となる点について提言を行う。 
また、物流・運輸業界における低い収益性の問題については、原価管理と利益管理
の 2 つの側面から扱った研究がある。原価管理では、物流における ABC 原価計算の有
効性(西沢 脩 2003)について述べた研究がある。物流における管理会計の研究(西沢 
脩 2003)では、物流業務の原価計算に ABC の適応を提言しており、そのことにより物
流のコストが様々な視点から把握できるメリットを述べている。また、利益管理では、
物流部門における管理会計上の責任範囲を変更することにより、利益の管理を明確化
させる研究がある。(西沢 脩 2003; 大神 1997)  西沢 (2003)は、物流部門における
管理会計上の責任範囲を、原価(費用)センターから利益センターへと変更することに
より、利益の管理がより明確に行える可能について述べている。一方、大神(1997)は、
物流部門を利益センターと位置付け場合、物流部門の内部における質的変化も必要と
なることを述べている。筆者も、物流部門を利益センターとして位置付けることには
賛成の立場である。それを実施するには、管理会計上いくつかの手続きが必要となる。
なぜなら、物流部門は製品を販売している訳ではないため、売上がないからである。
西沢(2003)は、この問題を解決するため社内振替価格の活用を提案している。しかし、
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その社内の振替処理についての明確な言及はない。よって本研究では、その社内にお
ける振替処理の方法を具体的に述べると伴に、ABC、ABM、ABB、そして事業部制組織の
損益計算書を活用した新しい物流管理会計のフレームワークを提案していく。 
また、仮説の生成には、質的研究法のひとつである SCQRM(西條 剛央 2005)をメタ
研究法として採用し、実際のデータのコーティングには修正版グランデッド・セオリ
ー・アプローチ(木下 康仁 1999)を使用していく。SCQRM や修正版グランデッド・セ
オリー・アプローチは、主に医療や臨床心理などの分野で数多くの実績を持つ質的研
究法である。しかし、「構造構成的組織行動論の構想--人はなぜ不合理な行動をするの
か?」(西條 2011)や「M-GTAを用いた学校経営分析の可能性 : ミドル・アップダウン・
マネジメントを分析事例として」(畑中 2012)など、経営の分野においても、その研究
法の有効性が明らかになっている。 
 
第二節 本研究の目的 
本研究の目的は、１.物流、運輸業界が変革を推進していくための提言を行う。 2.
物流・運輸業界における低い収益性に対して、管理会計の面からその解決に向けた提
言を行なう。 3.企業の事例研究を通して、変革を実施するリーダーシップと数値管
理との関係性について仮説の構築、及びそこからの提言を行う。 
 
第三節 研究の意義 
現在、インターネットショッピングの台頭などから、通信販売が増加している。(図
表 1参照) 通販販売事業における売上の増加は、物流サービスを提供する機会が増加
していることも意味している。なぜなら、今まで購入者が店舗まで移動していた距離
を、物流・運輸企業が代替することになるからである。また、通信販売が一般的に浸
透してくると、通信販売業者間の激しい競争が起きると思われる。特にインターネッ
トによる通信販売などは、先日の yahoo によるネット上の出店費用をゼロにする取り
組みから、より一層激しい競争が起こることが予想される。その激しい競争で考えら
れるのが、サービスの差別化である。アマゾンなどでは、すでに当日配送などのサー
ビスを提供することによって、他社との差別化を図っている。まさに、通信販売事業
者が持つ物流機能によって、競争の優劣が決まる状態になりつつある。しかし、物流
機能の向上は、物流コストの増加を招くことにもなる。宮下(2004)は、この問題に対
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して「通信販売の採算性と物流コストのトレード・オフ関係」(宮下 正房 2004, p.79.)
と述べている。その上で、このジレンマを解決することが通信販売を成功させる要因
の一つであると指摘している。 
以上のことから、物流は、今後更に注目を集めて行くことが予想される。その物流
について論文で扱う意義は、とても大きいと考える。また、このように注目を集めて
いる物流ではあるが、その実務を担う物流・運輸企業は中小企業が多数を占めている。
資本力、またはノウハウ・情報などの不足から、大手企業との従属的な関係にあるの
も事実である。本研究は、本研究を通じて物流・運輸企業が利益の拡大、そして物流
企業としての独立した物流サービスの提供が可能となることを意図している。その意
味においても、物流業界へ寄与できる部分も大きいと考えている。 
 
図表1：通信販売売上高推移 
 
 （出所）日本通信販売協会 (2013). 2012年度通販市場売上高調査, p.1.  
  http://www.jadma.org/pdf/press/press_survey20130827.pdf 
  
 
第四節 本論文の構成 
本論文の構成は以下の通りである。 
第二章では、物流が抱える問題をについて「物流業界の構造的な問題」、「物流業界
の収益性の低さ」の 2 つの側面から、その原因の一端を明らかにする。第三章では、
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先行研究、および事例研究の理論的枠組みについて述べる。第四章では、事例研究に
ついて、その研究方法と内容、そして研究結果によるモデル構築までを述べる。第五
章では、第二章で明示した物流業界の問題点と、第三章で述べた先行研究、そして第
五章で行った事例研究をもとに考察を行っていく。第六章では、これまでの研究を基
に、物流・運輸業界への提言を行う。第 7章では、本研究のまとめを行う。 
 
第五節 本研究で扱う物流の範囲 
本件研究で取扱う物流の範囲については、唐沢(2000)が示す物流の主要活動(図表 2
参照)である「在庫サービス」「輸送」「在庫管理」「受注処理」(唐沢 豊 2000 ,p.74.)
と、物流の支援活動(図表 3参照)である「倉庫」「荷役」「保護包装設計」「情報の維持」
(唐沢 豊 2000 ,p.75.)とする。また、物流の供給連鎖(図表 4 参照)においては、「内
向ロジスティクス」と「外向ロジスティクス」(唐沢 豊 2000 ,p.81.)の両方を扱うも
のとする。また、本論文における物流業務と運輸業務を扱う企業、または業界に関す
る表記は、「物流・運輸企業」、「物流・運輸業界」とする。これは、両者の提供してい
るサービスなどの多くが重複しており、双方の業者が双方の業務を同時並行的に行っ
ているため、混乱をさける意味でこのような表記とした。また、運輸は「モノだけで
なくヒトも対象としている」(斎藤 実 2010, p.20.)ため、本来運輸業には、貨物輸送
業と旅客輸送業が含まれる。本論文では、貨物輸送業のみを対象としている。この貨
物輸送業と倉庫業と合わせて、便宜上「物流・運輸企業」または「物流・運輸業界」
と表記することとする。 
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図表2：ロジスティクスにおける主要活動 
主要活動 
①在庫サービス 
a. ロジスティクスサービス関する顧客の必要
性と欲求の決定 
b. サービスに対する顧客のレスポンスの決定 
c. 顧客サービス水準の決定 
②輸送 
a. モードと輸送サービスの選定 
b. 貨物のコンソリデーション(集約統合) 
c. 輸送会社の路線 
d. 配送計画 
③在庫管理 
a. 原材料と完成品の保管政策 
b. 短期販売予測 
c. 保管地での品目配置 
d. 保管地の数、規模、場所 
e. (在庫の)押込み対引出し戦略 
④受注処理 
a. 受注・在庫間の手続き 
b. 受注情報の伝達方法 
c. 注文の規則 
 
（出所）唐沢 豊. (2000). 現代ロジスティクス概論. 東京: NTT出版. p.74. を参考に筆者が作成 
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図表3：ロジスティクスにおける支援活動 
（出所）唐沢 豊. (2000). 現代ロジスティクス概論. 東京: NTT出版. p.75. を参考に筆者が作成 
 
 
図表4：ロジスティクス供給連鎖の主な要素 
（出所）唐沢 豊. (2000). 現代ロジスティクス概論. 東京: NTT出版. p.81. を参考に筆者が作成  
支援活動 
①倉庫 
a. スペースの決定 
b. 在庫レイアウトとドックの設計 
c. 倉庫仕様構成 
d. 在庫配置 
②荷役 
a. 機器の選定 
b. 機器更新政策 
c. オーダーピッキングの手続き 
d. 在庫保管と抽出 
③材料の確保 
a. 供給源の選定 
b. 購入時期 
c. 購入量 
④保護包装設計 
a. 荷役 
b. 保管 
c. 損失および破損からの保護 
⑤生産との調和と
とった製品計画 
a. 一括生産の明記 
b. 生産順序とタイミング 
⑥情報の維持 a. 情報収集、貯蔵および操作 
b. データ分析 
c. 管理手続き 
資材の調達 
内向ロジス
ティクス 
製造 
外向ロジス
ティクス 
アフターサ
ービス 
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第２章 物流業界が抱える問題について 
 
第一節 物流業界が抱える構造的な問題について 
第二章では、物流・運輸業界が抱える問題について 2つの側面から考えていきたい。
1 つは物流・運輸業界が抱える構造的な問題、そして 2 つ目は物流・運輸企業の収益
性の低さについてである。 
始めに、物流・運輸業界が抱える構造的な問題について考えいく。物流・運輸業界
は、ここ 30 年程の間に大きな構造的な変化を経験してきた。特に 1970 年代頃から始
まった日本経済の構造的変化は、1980年に入ってから大きなうねりとなり物流・運輸
業界へも大きな影響を及ぼしてきた。この 1980年代における日本経済の構造的な変化
から述べて行きたい。 
1980年代、日本の産業構造が大きく転換したことから、物流業界もその構造的な変
化への対応が急務となった。その内容について運輸経済研究センターは以下のように
述べている。(運輸経済研究センター 1978, p.15.) 
 
鉄鋼・石油化学・セメント・木材などの素材産業から大量の物流需要が
発生するが、今後、これら素材産業の出荷増にはあまり多くを期待できな
い。一方、高度加工型産業の発展が今後のわが国経済を支えることになろ
うが、高度加工型産業からの出荷量は出荷額に比べて少なく、1件当りの出
荷量も少量化しよう。したがって、産業構造の高度化は物流需要増の鈍化、
物流ロットの小口化をもたらすと考えられる 
 
需要の多様化に対応し、同じ製造業であっても販売、アフターサービス、
企画調査等の機能拡充が要求され、生産部門のウェイトは相対的に低下す
る。このことは、素材産業部門にあっても画一的商品の大量販売から需要
家のニーズに応えきめ細かく商品開発を行うなど付加価値を高める経営を
志向する必要性が高まることを意味しており、出荷額あたりの物流量の減
少、出荷ロットの小型化の傾向は素材産業部門にも及ぶものと考えられる。 
 
このとこから野尻(2005)は、「原材料・中間品・製品ともに多品種少量生産化が進行
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し、少量のものが多数の地点で搬出入されるため、多頻度小口配送、いわゆるジャス
ト・イン・タイム方式のきめ細かい取扱いが要求される」(野尻 亘 2005, p.174.)と、
当時物流に求められた構造的変化をまとめている。特に加工食品の分野においては、
消費者の嗜好が急速に多様化したことによりこの度合いを強めていく。通商産業省産
業政策局(1989)は、「消費者ニーズの多様化等により、多品種の商品の提供が要求され
る結果、在庫を極力圧縮することが不可欠となっており、物流部門に対しても多品種・
少量の在庫と小口・多頻度・定時の受注・配送への対応が求められてきている」(通商
産業省産業政策局 1989, p.10.）と指摘している。このように、荷主となる企業、ま
たはその業界における変化は、物流の構造に大きな影響を与えるのである。この事例
として、コンビニエンスストアを挙げたい。 
コンビニエンスストアから始まった流通改革は、これまでのケース単位による配送
から単品単位による配送へと物流にも大きな変化をもたらした。それまでの物流は、
鈴木(2008)が「当時の商習慣では、卸からどの商品も大きなロットで仕入れ、その在
庫がなくならないと次の仕入れができなかった。例えば、缶詰は二十四〜四十八個が
最小単位だ」(鈴木 敏文 2008, p.102.)と述べるように、ケース単位での配送が基本
となっていた。しかし、このケース単位での配送では、コンビニエンスストアの特徴
である顧客への利便性を実現するのが難しかった。その理由は、店舗の小型化にある。
コンビニエンスストアは、小規模な店舗を様々な立地に展開し、顧客が必要とする幅
広い商品を取り扱うことによって、顧客の利便性を実現している。しかし、これを実
践していくためには、いくつかの課題を解消しなければならなかった。まず、在庫を
保管するためのバックヤードを最小化することである。商品の取り扱いを増やせば、
必然的に在庫が増加する。そして、それを保管するバックヤードの面積も増加するこ
ととなる。しかし、コンビニエンスストアは小型店舗である。そこで、在庫などを保
管するバックヤードの面積を減らしながら、かつ多品種の品揃を実現させるため、「必
要な商品を必要な時に必要な分だけ」納品してもらう必要がでてきたのである。ここ
から、発注単位の単品化、リードタイムの短縮化、そして多頻度納品化などの必要性
が生まれたのである。また、小規模店舗の運営は数名のスタッフで行うため、商品の
納入に関わる作業も効率的に行なう必要があった。納品時間がスケジュール化されて
いれば、それに関わる作業もスケジュール化できる。このことから、物流業界は 24時
間サイクルでの定時配送などを求められることとなった。 
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このような産業の構造的な変化は、単に物流の業務を変えただけではなく、その収
益構造をも一変させたのである。この変化について住谷(2008)は、「多頻度少量配送の
普及は、流通チャネルにおける在庫リスクと仕入先へと転嫁」(住谷 宏 2008, p.231)
したと指摘している。物流・運輸業界の荷主でもあるメーカーや卸が在庫リスクを抱
えたことにより、物流に対するコストの意識が高まることとなる。この意識の高まり
と共に注目されたのが、情報システムによる物流の変革である。この変革のポイント
について住谷(2008)は、以下の 4つを挙げている。(住谷 宏 2008, p.231.) 
・受発注の情報システム化に伴う、処理時間の短縮化の実現 
・配送拠点における業務の標準化を前提としたシステム化に伴う、倉庫内
保管業務などの機械化・自動化の進展 
・販売実績データの収集・分析を基にした需要予測精度の向上に伴う、在
庫の圧縮化が可能になるに伴い、在庫拠点の集約化の進展 
・需要予測精度の向上に伴う、配送計画化の精度の高まり 
 
よって、1980年代のもう一つの大きな特徴としては、情報システムの導入による物
流業務の変化が挙げられる。この情報システムの発展により、よりタイムリーできめ
細やかな数値管理が可能となり、メーカーなどは流通在庫の圧縮などに取り組むよう
になった。また、情報システムの発展がもたらした物流への影響について住谷(2008)
は、以下の 5点を指摘している。(住谷 宏 2008, p.230.) 
・小売業への配送単位の小ロット化が進展した 
・小売業が、注文してから注文品が納品されるまでの時間である、リード
タイムの短縮化が進展した 
・小売業から注文された商品の納品される回数の頻度が高まった 
・小売店頭での売切れ防止策のために、緊急に納品して欲しいとの要請が
増加した 
・配送における納品率を向上させる一方で、誤納品、遅配などの物流サー
ビスレベルの低下などが注目され、そのレベル向上が求められた。 
 
その結果、物流業界には多頻度少量配送がより強く求められるようになったのであ
る。 
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以上のことから、1980年代における産業構造の変化、そして情報システム導入によ
る変化は、少品種のアイテムを大量に輸送していた運輸・物流業界にとってこれまで
の利益構造を完全に変えてしまうものであった。 
 
第二節 物流・運輸企業の収益性の低さに対する問題 
物流・運輸業界は、図表 5 にあるように営業利益率の低さが問題となっている。特
に 2007 年以降は、営業利益率が軒並みマイナスとなっている。2007 年以降は、アメ
リカの金融危機に端を発っした世界的な不況が影響していると思われるが、それを差
し引いても業界の利益率の低さが目立つ状態である。この問題では、いくつかの要因
が複合的に絡んでいる。そこで、これら要因について個別に説明して行きたい。 
 
 
図表5：運送事業者の年代別営業利益率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）全日本トラック協会.(2011). 経営分析報告書平成 23年度決算版 全日本トラック協会. p.1. 
http://www.jta.or.jp/keieikaizen/keiei/keiei_bunseki/img/H23_keieibunseki_gaiyo.pdf 
 経済産業省. (2013). 物流コスト低減と物流事業について 新しい総合物流施策大綱の策定に
 向けた有識者検討委員会（第３回）配付資料, p.10. 
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoryu/butsuryu_shisaku/pdf/003_05_02.pdf 
年度 営業利益率  年度 営業利益率 
1994 1.4  2004 0.3 
1995 0.9  2005 0.2 
1996 1.0  2006 0.1 
1997 0.3  2007 -0.4 
1998 0.2  2008 -1.3 
1999 0.8  2009 -0.4 
2000 0.1  2010 -0.7 
2001 0.0  2011 -0.4 
2002 -0.1  2012 -0.7 
2003 0.2  2013 -1.0 
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  それぞれを参考に筆者が作成 
 
 
まず一つ目の要因としては、物流費及び運送費の下落が挙げられる。図表 6 は、全
業種における売上高物流コスト比率を表したものである。図表 6から、1995 年の 6.58%
を頂点に年々売上高物流コストが下落していることが分かる。物流に関わる経費の削
減から、売上高物流コスト比率の減少につながっているのであれば問題はない。それ
ならば、物流・運輸企業は利益を確保しながら全体の物流コストを下げていることに
なる。しかし現実には、図表７のように主要な物流経費の一つである軽油価格は上昇
傾向にある。 
 
 
図表6：売上高物流コスト比率の推移（全業種） 
（出所）日本ロジスティクスシステム協会. (2010). 物流コスト調査報告書【概要版】 日本ロ
ジスティクスシステム協会 ,p.2. 
http://www.logistics.or.jp/jils_news/files/%EF%BC%92%EF%BC%90%EF%BC%91%EF%BC%92costPDF.pdf 
 
 
ガソリンスタンドにおける軽油の価格を比較しても、平成 15 年度の 70.5 円から平
成 23年度には 112.8 円に上昇しているのが分かる。約 60%もの上昇率である。物流に
関する経費が上昇し、売上高物流コスト費が下落している現状は、物流企業が利益を
削って物流サービスを提供している可能性が高いと思われる。 
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図表7：軽油価格の推移 
（出所）全日本トラック協会. (2011). トラック輸送産業の現状と課題 全日本トラック協会. p.72. 
  http://www.jta.or.jp/coho/hakusho/hakusho22/hakusho22.pdf 
 
 
物流の経費の上昇によって物流・運輸企業の利益は圧迫されているが、理由はそれ
だけではない。事業者数増加による影響も大きいと思われる。図表 8 はトラック輸送
事業者数の推移である。 
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図表8：トラック運送事業者数の推移 
年度/種別 特積 一般 霊柩 特定 計 
1985 337 33,201 1,342 1,714 36,594 
1986 336 33,841 1,334 1,751 37,262 
1987 332 34,471 1,314 1,816 37,933 
1988 329 35,168 1,364 1,860 38,721 
1989 325 35,888 1,405 1,937 39,555 
1990 297 36,485 1,434 1,856 40,072 
1991 292 37,387 1,465 1,909 41,053 
1992 290 38,569 1,414 2,035 42,308 
1993 287 39,627 1,369 2,167 43,450 
1994 286 41,047 1,312 2,370 45,015 
1995 285 42,501 1,246 2,606 46,638 
1996 279 44,299 1,191 2,860 48,629 
1997 279 45,959 1,162 3,081 50,481 
1998 276 47,437 1,114 3,292 52,119 
1999 275 49,148 1,106 3,490 54,019 
2000 272 50,401 1,099 3,655 55,427 
2001 268 51,732 1,076 3,795 56,871 
2002 276 52,948 1,070 3,852 58,146 
2003 280 54,224 994 4,031 59,529 
2004 283 55,678 940 4,140 61,041 
2005 279 56,695 871 4,211 62,056 
2006 282 57,167 806 4,312 62,567 
2007 292 57,672 761 4,397 63,122 
2008 300 57,457 711 4,424 62,892 
2009 299 57,276 657 4,480 62,712 
構成比(%) 0.5 91.3 7.1 1.0 100.0 
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（出所）全日本トラック協会. (2011). トラック輸送産業の現状と課題 全日本トラック協会, 
p.32. を参考に筆者が作成 
 http://www.jta.or.jp/coho/hakusho/hakusho22/hakusho22.pdf 
 
一般区域事業者数で 1985年と 2009年を比較してみると、この 25年で 173％増加し
たことが分かる。この事業者数の増加を後押ししているのが、物流・運輸業界におけ
る規制緩和である。その規制緩和の内容について国立国会図書館調査及び立法考査局 
(2009)は以下の様に述べている。(国立国会図書館調査及び立法考査局 2009, 第 4章, 
岡本常将, p.50.) 
貨物自動車運送事業法では、既述のとおり平成２年に従来の「路線」「区
域」の事業区分を廃止し、参入を免許制から許可制にした。運賃も認可制
から事前届出制に変更された。平成 15年には営業区域も廃止され、運賃は
事後届出制に変更された。また事業開始に必要な最低保有車両台数も順次
引き下げられ、最低５台に統一された。 
 
図表9：規制緩和の内容  
参  入 
参入規制を免許制から許可制へ 1990年 
最低保有車両台数を引き下げ 1996年 
退出規制を許可制から届出制へ 1990年 
運  賃 
運賃を認可制から事前届出制へ 1990年 
運賃を事後届出制へ（30日以内） 2003年 
（出所）国立国会図書館調査及び立法考査局. (2009). 経済分野における規制改革の影響と対策 国立
国会図書館調査及び立法考査局. p.51. を参考に筆者が作成 
http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/document/2009/200886.pdf 
 
図表 9は、参入と運賃に関する規制緩和の内容である。1990年、参入規制が免許制
から許可制に緩和された。そこで、1990 年から 1995 年の一般貨物事業者数を見てみ
たい。(図表 8 参照) この 6 年の間に、年平均 102.86%の事業者数が増加したことが
分かる。また、最低保有車両台数を引き下げた 1996年から 2001年までを見てみると、
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年平均 103.33%の事業者数がその期間増加したことが分かる。 
この様に、規制緩和によって業界の事業者数は増加した。この規制緩和が市場の競
争を促進する意図があるのであれば、この規制緩和がその意味においては成功したと
も考えられる。しかし、それは全国的な出荷量の増加が伴わなければ意味が無い。出
荷量が下落している中であれば、それは単に過当競争を招くだけである。 
図表 10 は、1990 年から 2010 年にかけて全国の出荷量の推移を表したものである。
1990年をピークに、それ以降は下落傾向にある。国立国会図書館調査及び立法考査局
(2009)はこの要因に関して、「物流二法の施行後にバブルが崩壊」「景気の低迷や生産
立地のアジアへの移行による国内産地と市場を結ぶ域間輸送の減少」(国立国会図書館
調査及び立法考査局 2009, 第 4章, 岡本常将, p.51.)の 2点を指摘している。全国の
出荷量が下落していく中において事業者数が増加していった物流・運輸業界は、まさ
に過当競争の状態にあると推測できる。 
 
図表10：全国年間出荷量の推移（出荷産業別） 
（出所）国土交通省. (2012). 全国貨物純流動調査 (物流センサス) 報告書 国土交通省. p.4.  
http://www.mlit.go.jp/common/000209693.pdf 
 
次に、物流・運輸企業の規模を見ていきたい。図表 11は、規模別のトラック事業者
数である。車両台数、従業員数、そして資本金のそれぞれを比較しても、物流・運輸
業界が 2 極化している実態が分かる。このことは、柴田(2000)も「ごく少数の大手ト
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ラック業と圧倒的多数の小・零細業者の間で、二極分解の傾向は一層明確化してきて
いる」(柴田 悦子 2000, p.77.)と指摘している。そこから生じる問題として、柴田
(2000)は「資本金 1 億円以上の大手業者は、同業零細業者を下請化して低コスト輸送
を行う一方で、トラックターミナルの充実、情報ネットワークの活用等で有利な条件
で貨物集荷を行い、寡占化を強めている」(柴田 悦子 2000, p.77.)とその 2極化によ
る問題点を述べている。また、業界内の関係だけではなく、荷主との関係についても
問題がある。本来、荷主と物流・運輸企業との関係は、物流企業が持つ専門の知識を
業務サービスとして荷主に提供することである。そのサービスの内容は、輸送活動、
保管活動、荷役活動、包装活動、そして流通加工活動などであり、それらを荷主の要
望に応じて提供することである。しかし、柴田(2000)が指摘するように「トラック事
業は企業規模、資本力の関係で、荷主への従属を余儀なくされる立場にある」(柴田 悦
子 2000, P76)というのが現状である。よって、業界内における過当競争、または荷主
との従属的な関係から、物流サービスが採算を下回る運賃によって提供されている可
能性がある。 
 
図表11：規模別トラック運送事業者数（平成 22年 3月末現在） 
（出所）全日本トラック協会. (1984). トラック輸送産業の現状と課題 全日本トラック協会. p.34. 
http://www.jta.or.jp/coho/hakusho/hakusho22/hakusho22.pdf  
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第３章 事例分析の理論的枠組みと先行研究レビュー 
 
第一節 リーダーシップ 
第一項 リーダーシップの系譜 
リーダーシップについてよく語られる疑問は、「リーダーシップは先天的な能力か、
または後天的な能力なのか」であると思われる。リーダーシップ研究のスタートも、
この疑問に対する解を出すことを目的として開始されている。これらのリーダーシッ
プ研究の歴史について説明する。 
 
特性理論（1800年代後期−1940年代中期） 
初めに行われたリーダーシップ研究は、「リーダーシップは先天的な能力」という仮
説に基づいて行われた。いわゆる特性理論である。これは、「偉人待望論(great man 
theory)と呼ばれるリーダーに必要な資質を探る試み」(塩次 喜代明 2009, 第 8 章, 
高橋 伸夫, p.192)である。よって特性理論は、人が生まれながらにして持った資質が、
それぞれの性格や行動に影響を与えると考えた。そこからリーダーが持つ固有の資質
に注目し、その共通項を探す研究が行われた。最終的には理論構築までには至らなか
った。グロービス(2006)も、「観察しにくい能力特性の共通点を探そうとして直感や恣
意性に振り回されたことから、結局は、説得力の高い実証モデルの構築には至らなか
った」(グロービス 2006, p.24.)と指摘している。また Nahavandi(2004)は、「この時
期の歴史的状況や社会体制下では、一般市民が社会や政治、産業界のリーダーになる
機会がかぎられていたため、この考えかたがさらにゆるぎないものとなった」
(Nahavandi 2004, p.59.)と、この研究の歴史的背景を指摘している。実業界に目を向
けると、ある企業で成功したリーダーが、他の企業でも同じような成功をするとは限
らない。このような例からも、特性理論の限界が理解できる。 
 
行動理論（1940年代中期−1970年代初期） 
特性理論の後、リーダーシップ研究は、リーダーの特性ではなくリーダーの行動に
目を向けるようになった。人に影響を与えている人々に共通する行動パターンを研究
し、それをもってリーダーシップの定義を行うとするものである。これが行動理論で
ある。人々の「行動」に注目した研究は、いくつかの利点が認められる。まず人の行
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動は、客観的な観察が可能である。また、人の行動に関する観察は、資質などの特性
を観察するより厳密、かつ正確に評価ができる。そして行動は、後天的に習得するこ
とが可能である。 
 
コンティンジェンシー理論（1960年代初頭−現在） 
リーダーシップ研究を進めるにあたっては、リーダーシップに対するより包括的な
理解が必要であるという認識が生まれた。1960年代には、フレッド・フィードラーが
先頭に立ち、リーダーシップ研究における単純モデルをより複雑なモデルへ切り替え
る動きがでてきた。その結果生まれたのが、環境との適合を考えるコンティンジェン
シー理論である。現代におけるリーダーシップ理論研究の基礎となっていると言える。
代表的なリーダーシップ理論としては、コッター理論(Kotter 1999)、パス・ゴール理
論(HOUSE 1971)などがある。 
 
第二項 リーダーシップとマネジメントとの違い 
リーダーシップの本質は、マネジメントとの違いを対比することによって、より明
らかになる。両者の違いや関係性について考える上で、その前提となる考えを示した
い。Kotter(2012)は、「リーダーシップとマネジメントは、相異なるも補完し合う行動
体系である。どちらの活動も独自の機能と特徴を合わせ持っている。複雑さを増し、
変化し続ける環境で成功するには、どちらも必要である」(Kotter 2012, p.43.)と述
べている。よって、どちらが優れている、またはどちらかが重要という問題ではなく、
それぞれの機能や特徴を捉え、それを状況に応じて使いわける必要があるということ
である。いわば、リーダーシップとマネジメントは、車の両輪ということができる。 
このことを前提とし、リーダーシップとマネジメントの違いを見ていきたい。この
両者の違いについて Kotter(2012)は、「複雑な状況にうまく対処するのが、マネジメ
ントの役割」「リーダーシップの役割は、変化に対処すること」(Kotter 2012, p.45.)
と定義している。よって組織を運営する様々な局面において、両者の役割の違いが鮮
明に現れると思われる。ここでは、組織の運営を、「課題の作成」、「課題遂行のための
人脈作り」、そして「課題の遂行」の 3つに分け、それぞれの活動においてリーダーシ
ップとマネジメントがどの様に機能するのかをみていきたい。初めに「課題の作成」
である。 
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「課題の作成」には、ビジョン・戦略と計画・予算を盛り込む必要がある。このビ
ジョン・戦略は、方向性の設定から生み出されるものである。この方向性の設定は、
事業、技術、そして企業文化などが長期に渡ってどうあるべきかを示すのと同時に、
この完遂に向けた現実的な道筋を示すものである。その意味においては、方向性の設
定は帰納的であるということができる。これら一連の流れはリーダーシップの役割で
ある。一方、計画・予算はマネジメントの役割である。先の目標を決め、その達成に
向けて具体的な手順を決める。そして、各計画が達成されるように資源を配分するの
である。ここで重要なことは両者の関係である。その関係とは、計画の立案は方向性
の設定に対する補完的な手段であると言う点である。方向性が設定されていない組織
では、計画・予算を決めても時間を浪費する可能性がある。一方、方向性が設定され
ている組織においては、計画を立案するプロセスが、方向性の設定が現実に即して設
定されているか検証するのに役立つのである。 
次に「課題遂行のための人脈作り」である。近代の組織における特徴の一つとして、
相互依存というキーワードを挙げることができる。この相互依存における人間関係は、
組織内における縦のネットワークと横のネットワークの階層に分けることができる。
これら縦横無尽に張り巡らされた複雑性を持つ結び付きは、組織の変革において困難
な問題へと発展する可能性がある。そこで、変革を実行するマネジャーは、これらに
上手く対処する必要がある。マネジメントの側面から考えてみると、これらの問題に
対処するには、正確且つ効率的に計画を遂行することができる人的システムを構築す
る必要がある。これを Kotter(2012)は、「職務体系や指揮命令系統の選択、適材適所
の人員配置、社員研修、社員への計画の説明、権限を委譲する者とその範囲などを决
定する必要がある。また、計画を達成するための経済的インセンティブ、そして計画
の現状をモニターする仕組みも欠かせない」(Kotter 2012, p.52.)としている。所謂、
縦のネットワークを公式な組織として設計し、それを効率的に運用することである。
しかし、組織の変革における重要な点として Kotter(2012)は、「人々を組織するので
はなく、一つにまとめる」と述べ、「いかに設計するかより、いかにコミュニケーショ
ンするかという側面が大きい」(Kotter 2012, p.52.)と指摘している。なぜなら、方
向性の設定から生み出されるビジョンや戦略を理解し、そして受け入れてもらうため
には、様々な階層、ポジションの人間と会話することが重要であるからである。この
コミュニケーションによって組織をまとめる行動は、リーダーシップの側面を持つ。
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よってマネジャーがリーダーシップを発揮し組織変革を実行するには、横のネットワ
ークが必要となり、組織の階層を介さない行動が求められる。ここで考えなければな
らないことは、マネジャーからのメッセージをスタッフが受け入れるかどうかである。
それには、マネジャーに対する信用が大きく関わってくる。メッセージの内容はもち
ろんのこと、その人の実績、誠実さや評判、そして言行の一貫性などがその信用を支
える大きな要素となる。また、コミュニケーションによる組織の一体化が生み出す効
果として、Kotter(2012)は、「人々を一つにまとめると、組織化ではほとんど行われな
い形によってエンパワーメント（権限委譲）が進む」とし、その効果を「明確な方向
性が組織全体に伝わることで、末端社員もそのポジション固有の無力感を抱くことな
く行動を起こせるようになる」「全員が同じ目標に向かっているため、だれかの取り組
みがほかのだれかのそれと対立し、失速してしまうおそれが少ない」(Kotter 2012, 
p.53.)と 2つの側面から説明している。 
最後に「課題の遂行」である。この課題の遂行を組織内で機能させているのが、マ
ネジメントの側面からみると統制であり、リーダーシップの側面かみると動機付けで
ある。マネジメントによる統制とは、システムの動きと計画を比較することから始ま
る。ここで、何かしらの乖離があった場合は、すぐに是正への行動がなされる。一方、
リーダーシップによる動機付けは、人々の感情を動かすことによって、人々の行動を
促進させることにある。この両者の違いについて Kotter(2012)は、マネジメントによ
る統制を「各種システムや組織構造の全体的な目的は、普通の人々が、普通のやり方
で、ルーチンをきちんと処理できるようにすることである」(Kotter 2012, p.55.)と
し、リーダーシップによる動機付けを「統制のメカニズムのように、正しい方向に無
理やり向かわせるのではなく、達成感、帰属意識、正当な評価、自尊心、自分の人生
は自分の手に握られているという実感、理想に向かって生きる力など、人間の基本的
欲求を満たすことによって、である」(Kotter 2012)(p. 56.)としている。フォロワー
からの目線で見た場合、統制は受動的な行動の促進であり、動機付けは能動的な行動
の促進ということができる。また、動機付けの方法としていくつかの方法がある。一
つは、相手の価値観に訴えながら、組織のビジョンを示すやり方である。これにより、
フォロワー全員が自分達の役割などの重要性を理解する。次にビジョンを実行に移す
際、フォロワー達を参画させることである。これにより、フォロワー達も組織を動か
しているという実感を得ながら行動することができる。そして最後に、フォロワーの
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成功に対して正しく評価し、正当な報奨を与えることである。これにより、組織が自
分達を大事にしてくれているという実感が湧き、仕事そのものにやりがいが感じられ
るようになる。これらの動機付けが機能すれば、あらゆる階層でリーダーシップを担
う人達が生まれる。これを Kotter(2012)は、「リーダーシップの再生産」(Kotter 2012、
p.57.)と述べている。 
「課題の作成」、「課題遂行のための人脈作り」、そして「課題の遂行」から成る組織
の運営を、リーダーシップの側面からまとめると、Kotter(2012)は、「方向性を設定す
れば、進むべき道筋が明らかになり、人々を一つにまとめれば、そこに向かわせるこ
とができる。同じく、うまく動機付ければ、組織のメンバーは障害を克服する力を得
る」(Kotter 2012, p.55.)としている。よって、組織の変革においては、フォロワー
のエネルギーに満ちた行動を引き出す能力がリーダーにとって重要であるといえる。 
以上のことを考えてみると、各階層にいるフォロワー達は、複雑な状況や組織の変
化に対応するため、率先して行動することが求められる。よって、それを引き出すの
がリーダーシップということができる。 
次に、マネジメントとリーダーシップを発揮する割合について考えてみたい。
Kotter(2012)は、その割合について「組織を動かす上でリーダーシップが占める割合
は、変化のスピードが加速するとともに増している」(Kotter 2012, p.20.)としてい
る。企業を取巻く経営環境を見てみると、度重なる経済危機、技術革新のスピードア
ップ、そして製品寿命の短命化など、ビジネスにおける変化のスピードは確実に上が
っている。これらの変化の激しい環境を考えると、企業内におけるリーダーシップの
重要性も上がっていると考えられる。 
最後に、マネジメントの研究において、リーダーシットとマネジメントを分けて研
究すること自体に疑問を投げかけている点について触れておきたい。Mintzberg(2011)
は、「近年、リーダーとマネジャーを別物と考えるのが大流行だ」(Mintzberg 2011, 
p.12.)とし、Zaleznik(1977,2004)や Kotter(1990)などのリーダーシップ研究に対し
て懐疑的な見方を示している。そして、「現実的にそれを区別することなどできるのか。
もっと言えば、そもそも区別するのが正しいことなのか」(Mintzberg 2011, p.12.)
とも述べている。そして「マネジャーとリーダーを区別するのではなく、マネジャー
はリーダーでもあり、リーダーはマネジャーでもあるべきなのだと、理解する必要が
ある」(Mintzberg 2011, p.12.)と述べている。しかし、Kotter(2012)はマネジメント
29 
 
とリーダーシップの関係について「リーダーシップは必ずしもマネジメントより重要
であったり、マネジメントの代わりになったりするのもではない。むしろ、リーダー
シップとマネジメントは、相異なるも補完し合う行動体系である。どちらの活動も独
自の機能と特徴を合わせ持っている。複雑さを増し、変化し続ける環境で成功するに
は、どちらも必要である」(Kotter 2012, p.43.)と述べており、それぞれの区別に重
きを置いているのではなく、それぞれの機能と特徴に焦点を当てているだけである。
また、Mintzberg(2011)は、「リーダーシップを振るわないマネジャーの下で働きたい
だろうか。そのような人物は部下の士気を鼓舞できない。では逆に、マネジメントを
行わないリーダーについていきたいだろうか。そのような人物は現場をあまりにしら
なすぎる。マネジメントを行わなければ、現場でなにが起きているのか把握できるわ
けがない」(Mintzberg 2011, p.12.)とし、リーダーシップとマネジメントの双方の必
要性をといている。しかし、これは、Kotter(2012)が述べている「リーダーシップが
強くてマネジメントが弱いと、問題であることを覚えておかなければならい。実際、
逆の組み合わせも同じく問題だが、これよりも悪いケースもある。現実として取り組
まなければならないのは、優れたリーダーシップと強いマネジメントとを結びつけて、
両者のバランスをうまく図り、活用することである」(Kotter 2012, p.44.)と、最終
的には同じ方向にあると考えられる。以上の内容から、変革型リーダーシップ研究に
おけるマネジメントの位置付けは、Mintzberg(2011)の「リーダーシップをマネジメン
トから切り離し、高い台座の上に鎮座させる」(Mintzberg 2011, p.12.)という表現と
は大きく異なることが分かる。 
 
第三項 変革型リーダーシップ 
コッター(Kotter 2012)は、リーダーシップの定義として「変化に対処する役割」と
述べている。この定義から考えると、多くの企業が変化の激しい環境と対峙している
事実を考えれば、現在、リーダーシップの重要性が増して来ているのも納得がいく。
変化に対処するとは、その変化に合わせて組織を変革させて行くことに他ならない。
よって、組織の変革とは、マネジャーにとって非常に重要な取り組みとなる。そこで
Kotter(2012)は、組織の変革を成功へと導く 8 段階のプロセスを明示している。
(Kotter 2012, p.14.) 
1. 社員に危機意識を持たせる 
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2. 変革を遂行する強力なチームをつくる 
3. ふさわしいビジョンを定める 
4. ビジョンを組織全体に周知する 
5. 社員がビジョン実現に向けて行動するように、エンパワーメントを実施
する 
6. 懐疑的な社員を納得させ、信頼を獲得するために満足のいく短期的な成
果を上げる 
7. 活動に勢いをつけ、さらに難しい課題に取り組む下地をつくる 
8. 新しい行動様式を組織の文化として根づかせる 
 
これらの変革のステップは、短期間で完遂されるものでない。時間を掛けて取り組
むものである。また、これらの変革を起こす際、マネジャーは状況に応じた行動を行
う必要がある。ビジョン作成の時期、それを実行に移す際に必要となる人数、または
変革に対する抵抗への留意など、その内容は様々である。その判断に必要な要素は以
下の様になっている。(Kotter 2012)(p.16.) 
1. どの程度の抵抗が予想されるか 
2. どれくらいの利害が絡んでいるか 
3. ビジョンづくりに、組織の末端の人々を巻き込む必要性が高いかどうか 
 
抵抗については、その度合が強ければ強いほど、変革を成し遂げることが困難とな
っていく。利害については、それが大きいほど正しいビジョンを持つ必要性が大きく
なる。そして、組織の末端に位置するスタッフへの依存度が高い組織にあっては、彼
らの変革への参加が欠かせなくなる。この様に、過去の組織変革で有効だった戦術に
因われることなく、現状に合致した行動が必要となる。 
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第二節 管理会計 
 
第一項 原価計算の定義 
はじめに、原価計算の定義について明示したい。最狭議における原価計算は「主と
して生産活動を対象とする製品原価計算を意味し、製造業会計の主要部分であり、原
価計算の固有の領域」(片岡 洋一 2007,p.6.)である。その原価計算の分類は、原価計
算制度と特殊原価調査(原価分析)の区別として分けられる。原価計算制度とは、「財務
会計機構としての一般会計システムに組み込まれた原価計算」(片岡 洋一 2007, 
p.6.)である。特殊原価調査とは、「原価計算制度外での種々の経営意思決定に用いら
れる原価分析技法一般」(片岡 洋一 2007, p6)である。また、原価計算の目的は、「財
務会計目的(製品、仕掛品等の棚卸資産と売上原価の決定)と管理会計目的(予算管理、
原価管理、製品の販売価格決定等の個別の意思決定、業績管理等)」(片岡 洋一 2007, 
p.6.)の 2つに分かれる。 
 
第二項 責任センター 
責任センターについて浜田(2011)をもとに述べる。(浜田 和樹 2011, p.221～222.) 
管理会計における責任範囲は、企業組織内の部門ごとにその特性に合わせた形態を持
っている。よって、企業組織を構成する個々の部分組織がどういう責任を持っている
かによって、管理会計上の責任範囲も決定される。この管理会計上の責任単位を責任
センターといい、各部署の計画の立案や実行、または、統制や評価が行われる際、そ
の計画が責任センターの責任に見合ったものであることが求められる。逆に言えば、
各部署の管理会計における責任の範囲を変えることによって、その部署の特性を変え
ることも可能になると考えられる。次に 4つの責任センターについて説明する。 
 
原価(費用)センター（コストセンター） ： このセンターは、原価(費用)に対して
責任を持っている組織単位である。厳密に原価センターと費用センターを区別する場
合もある。区別する場合には、前者はインプットとそれに対応するアウトプットも貨
幣額で測定されるもので、後者はインプットが貨幣額で測定されるものの、アウトプ
ットはインプットと対応関係を持って明白には貨幣額で測定されないものである。 
収益センター （レベニューセンター） ： このセンターは、収益に対して主に責任
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を持っている組織単位である。すなわち、アウトプットは貨幣額で測定されるが、そ
れに対応させて費用を算定しない責任単位である。収益センターは販売部門などが典
型的であるが、販売部門では販売費等の管理についても責任を持っている。このよう
に、収益センターは費用責任も有しているが、費用と収益を対応させて管理するとい
う責任は持っていない。 
利益センター （プロフィットセンター） ： このセンターは、利益に対して責任を
持っている組織単位である。すなわち、原価(費用)に対して責任を持つと同時に、そ
れに対応する収益に対しても責任を持つ責任単位である。 
投資センター （インベストメントセンター） ： このセンターは、利益責任はもち
ろんのこと、それを獲得するための投資についても責任を持っている組織単位である。
よって、利益センターより大きな権限と責任を持っている。 
 
上記 4 つの責任センターから、本研究で扱う原価(費用)センターと利益センターの
特徴について西山(2009)をもとに述べる。(西山 茂 2009, p.214.) 
まず、原価(費用)センターの特徴である。原価(費用)センターの特徴は、その目標
がコストの削減であるということである。よって、より少ないコストによって同じ効
果を生み出すことが求められる。原価(費用)センターと位置付けられた部署の成果は、
コストの削減などで評価されることが多い。工場を例に挙げながら原価(費用)センタ
ーの特徴を見ていくと、そこではコストダウンが至上命令になり、生産工程を単純化
することが目標となる。その結果、柔軟な生産体制が要求されるような複雑な注文に
対しては拒否する傾向が出てくる。つまり、利益よりもコストへの取り組みが優先さ
れるため、コストダウンしやすい標準的な製品の生産には積極的になるが、コストが
かさむ特注品については、いくら高い利益が得られる製品であっても生産に消極的に
なるおそれが出てくる。 
次に利益センターの特徴である。利益センターの特徴は、その目標が、収益から費
用を差し引いた利益を極大化することにある。よって、業績評価も生み出された利益
を基準にして行われる。利益センターと位置付けられた部署は、収益と費用の差額を
大きくすること、つまり、収入はできるだけ多く、支出はできるだけ少なくすること
が目標となる。工場を例に利益センターの特徴を見てみると、利益が得られるもので
あれば、生産工程を改善するなどして、特注品でも積極的に受注していこうというイ
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ンセンティブが働くことになる。また、経営参加意識を高める分権化・分社化、また
は権限移譲などでは、各部署に損益責任を持たせる意味でも、利益センターとして位
置付けるほうが望ましいと言える。ただし分権化が強調されすぎると、各部署が自部
署の利益を優先する部分最適が起きる可能性が高くなる。 
 
第三項 社内振替価格 
社内振替価格について西山(2009)をもとに述べる。(西山 茂 2009, p.219.) 社内
振替価格とは、社内の事業部門間における製品やサービスの取引価格のことである。
これを移転価格、あるいは社内取引価格と言うこともある。組織内における各部署間
の取引実績は、一般的な会計処理では把握が難しいと思われる。よって、部署毎に適
切な業績評価を行うためには、各部署間で発生した取引を管理会計によって把握する
ことが求められる。その実際の手続きは、各部署間で行われる取引に取引価格を設定
し、それを管理会計上で計算していくこととなる。各部門間で決定される取引価格は、
各部門の利益に大きなインパクトを与えるため、業績評価や各部門の戦略策定に大き
な影響を及ぼすこととなる。よって、その決定は慎重に行う必要がある。 
社内振替価格の設定にはいくつかの方法がある。その設定基準について武脇ほか
(2008)をもとに述べる。(武脇ほか 2008, 第 5章, 森口 毅彦, p.117～123.) 
 
市価基準 ： 市価基準とは、外部市場に競争的な製品が存在する場合、部署間で振
り替えられる製品の価格に対して市場価格を振替価格として利用するものである。ま
た、市価価格には、「単純市価基準」と「市価マイナス基準」の 2つがある。単純市価
基準とは、市価をそのまま用いるものである。市価マイナス基準は、内部振替の場合
には外部販売と比べ販売費等の経費がかからないため、それらを控除した価格を振替
価格とするものである。この市価基準のメリットは、購入部署が供給部署の不能率を
転嫁されることがなくなる点である。しかしその反面、供給部署の高効率によって実
現した低い製品原価に対して、購入部署がその恩恵を受けることもなくなる。以上の
ことから、市価による振替価格は、各部署の意思決定や業績評価のために客観性のあ
る基準を提供することができる。ただし、市価が存在しない場合や、市価情報の入手
コストがかかりすぎる場合、あるいは外部市場が十分に競争的ではない場合などは、
他の基準を用いる必要がある。 
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原価基準 ： 原価基準は、振替価格を設定する基準として供給部署の製造原価を用
いるものである。これには 3つの基準がある。 
 全部標準原価基準 ： 振替価格に全部原価計算を用いると、供給部署の不能率を購
入部署に転嫁することにつながるので、購入事業部の業績を適切に評価できなくなる。
また、供給部署においても不能率が業績に反映されないので、コスト削減の誘因が働
かない可能性がある。よって、業績評価に用いるには注意が必要である。 
原価プラス基準 ： 原価プラス基準とは、全部標準原価に一定のマージンを上乗せ
し、それを振替価格とする方法である。これは、全部標準原価基準の問題点を修正す
る方法と考えられている。供給部署では上乗せしたマージン部分が利益となるため、
あらかじめ設定された利益が保証されることになる。よって、業績評価という観点か
らするとやはり問題が残ることになる。しかし、原価基準のなかでは、この全部標準
原価プラス基準が最もよく用いられている。なぜなら、全部標準原価に一定のマージ
ンを上乗せした額は、市価見積額に最も近い額になると考えられているからである。
市価が存在しない場合、特に有効であると考えられる。 
限界原価基準 ： 限界原価基準(変動費基準)とは、振替価格設定の基準に供給部署
の限界原価(変動費)を用いる方法である。しかし、この方法による振替では、供給部
署に利益をもたらさない、または固定費の回収ができないなどの問題点もある。した
がって、生産能力の余力を鑑みながら、供給部署で追加注文を引き受けるか否かとい
った短期的な意思決定のためには有用な情報を提供できるが、業績評価への活用は難
しいといえる。 
交渉価格基準 ： 交渉価格基準とは、供給部署と購入部署の 2 者間の協議によって
振替価格を決定する方法である。市価基準・原価基準のいずれも振替価格の基準とし
て妥当性を欠く場合、交渉価格基準が有効とされる。各部署ならびに全社的な利益に
貢献する振替価格の設定は、このような部署間の交渉を通じて决定することが理想で
はある。しかし、振替価格は各部署の業績に直接影響を与えるものであるため、場合
によっては部署間の対立、またはその調停が必要となることもある。 
 
第四項 物流部門における物流管理会計 
企業が財務諸表などの情報のみに頼って経営することは、多少の無理があると思わ
れる。その理由について Grieco(2000)は、「会計の最大の欠点は内部活動の業績測定
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に注目する代わりに外部報告用の業績測定に焦点を当てている点である」と指摘して
いる。(Grieco 2000, p.20.)よって物流・運輸企業も、財務諸表などの情報に加えて、
管理会計などを活用して内部活動の業績測定を行う必要がある。 
一般的に、物流・運輸企業が管理会計を活用する際、物流センターの責任範囲の位
置づけを原価(費用)センターとすることが多いと思われる。なぜなら、営業部署が受
注した製品を出荷することが主な業務となるため、物流部署には収益という概念が存
在しないからである。また、大量流通時代は、物流の作業工程も単純であったため、
コストダウンを目標とした責任センターで十分であった。しかし、物流を取り巻く環
境の変化、特に多品種少量配送が求められるようになってからは、物流の作業工程が
より複雑化してきている。また、出荷金額も大きく変動する現代においては、出荷金
額とコストとの連動性や効率性を管理する必要がある。そこで考えなければならない
のが、コストダウンという視点にプラスして、物流センターの効率化という視点を加
えることである。そこで西沢(2003)は、「物流部門に対しては、物流コストを測定し、
その切り詰めを図るだけでは不十分である」(西沢 脩 2003, p.10.)と物流部門におけ
るコスト管理の問題点を指摘している。その上で、「物流利益を計上し、利益責任を追
及することが利益管理への近道となる」(西沢 脩 2003, p.10.)とその解決に向けた道
筋を述べている。この方法として、「物流部門が製造・販売部門に物流サービスを提供
した時は、社内物流料金により物流部門に社内物流収益を計上するとともに、製造・
販売部門に社内物流費を計上することが肝要である」(西沢 脩 2003, p.10.)と指摘し
ている。また、物流部門における原価計算に対しては、ABC(Activity-Based Costing:
活動基準原価計算)を活用することが有効であるとしている。その理由について西沢
(2003)は、「物流 ABC では、輸送や保管等の物流機能(PD function)をいつくかの活動
に細分し、各活動に要する物流コストを原価作用因によって各製品に割り当てる方式
が取られる。このため、物流の環境や条件に即応した真の物流コストや物流実態が判
明するようになる」(西沢 脩 2003, p.26.)と述べている。また、物流における ABCの
有効性について中田(2007)は、「製品や品種および荷姿別に、また活動単位ごとにコス
ト(発生原価)が明らかとなる。この活動単位ごとのコストが把握できれば、作業量や
作業内容などの作業実態に合った物流コストが把握できる」(中田 信哉 2007, 第 6章, 
岩尾 詠一郎, p.118.)と指摘している。 
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第五項 伝統的原価計算 
第四項では、ABC による原価計算が物流部門に有効であるという指摘を紹介した。
その有効性は、ABC と伝統的な原価計算の違いを見ることでより明確になると思われ
る。そこで、第五項では、これらの違いについて見ていきたい。 
初めに伝統的な原価計算について西山(2009)をもとに述べる。(西山 茂 2009, 
p.134～137.) 伝統的な原価計算では、製造間接費の配賦に対して下記の 3 つの手順
を踏んでいる。それは、費目別計算、部門別計算、そして製品別計算である。費用別
計算とは、費用の項目別に製造間接費を集計し、ある特定の製造部門にだけ関連する
部門個別費はそのまま各部門に配賦し、いくつかの製造部門に関係のある部門共通費
は特定の配賦基準によって製造部門と補助部門に配賦していくものである。次に、部
門別計算とは、補助部門に集計された製造間接費を、特定の配賦基準に沿って各製造
部門に配賦するものである。最後に製品別計算とは、製造部門に集計された製造間接
費を、直接作業時間や直接機械作業時間などの配賦基準によって各製品に配賦してい
くものである。以上が、伝統的な原価計算の手順である。それを図に表すと図表 12の
ようになる。 
 
図表12：伝統的な原価計算の流れ(間接費、間接労務費)  
 
（出所）西山 茂, (2009). 戦略管理会計 (改訂 2版 ed.). 東京: ダイヤモンド社. p.135. を参考に筆
者が作成  
製造間接費 
【 費目別 】 間接材料費 間接労務費 
部門 A 【 部門別 】 
製品 1 製品 2 【 製品別 】 
部門 B 補助部門 
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伝統的な原価計算では、財務諸表作成のためのコスト計算が主要な目的となるので、
タイムリーにデータを集計することが重要となる。しかし、伝統的な原価計算は、企
業を取巻く環境などの変化により、必ずしも正確なコスト情報を提供できなくなって
いる。その代表的な理由には、「多品種少量生産への移行」「工場のオートメーション
化」「間接費の増加」などが挙げられる。 
まず「多品種少量生産への移行」による理由を説明する。顧客のニーズが多様化す
る中、企業はその多様なニーズに応えるため、大量生産から多品種少量生産へと移行
してきた。多くの作業が定型化されていた大量生産では、効率よく作業が行えるため、
特定の製品に多くの製造間接費が発生するという事態は起こりにくかった。したがっ
て、製造間接費もある程度製造現場の操業レベルに連動しており、従来の操業度によ
る割り振り基準を採用しても大きな問題はないと思われる。しかし、多品種少量生産
へ移行すると、多種多様な製品の製造に対応する必要が発生するため、段取りなどの
間接的な作業が増加する。つまり、数量とは関係なく、製品の製造ラインを切り替え
るごとに、同じ間接費が発生することになるのである。よって、従来の操業レベルで
の割り振りは、適切なコストが計算できなくなる可能性が高くなるのである。 
次に工場の「オートメーション化」の進展である。近年、人件費の抑制と生産効率
の向上を目的とし、工場のオートメーション化は一般化しつつある。その結果、生産
ラインでの労働者は減少するため、結果として直接労務費が減少することとなる。こ
のような状況では、直接労務費や直接作業時間などによる配賦基準では、正確に製造
間接費を割り振ることはできない。例を挙げると、ある製品にのみ手作業が多く発生
した場合、その製品における直接作業時間や直接労務費の割合は高くなる。直接労務
費や直接作業時間などによる配賦基準では、そうした製品に多くの製造間接費が割り
振られるため、原価が実際よりも高く計算される可能性がある。 
最後に、「間接費の増加」である。オートメーション化に伴って自動化された製造ラ
インでは、そのサポートに掛かるコストやその制御システムに関係するコストなど、
製造間接費が増大しているケースが多い。そのため、比重が大きくなった製造間接費
は、その配賦方法によって原価計算に大きな影響を及ぼすようになった。 
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資源ドライバー 
活動ドライバー 
製造間接費 【 経済的資源 】 
活動 A 活動 B 活動 C 【 活動センター 】 
製品 1 製品 2 製品 3 【 原価計算対象 】 
第六項 ABC(Active-Based Costing:活動基準原価計算) 
次に、ABC(Active-Based Costing：活動基準原価計算)について説明する。ABC は、
1980 年代後半ロバート・S・キャプラン(Robert S. Kaplan)によって提唱された原価
計算の手法である。そしてこれは、これまで述べた伝統的な原価計算の問題点を解消
するため、製造間接費の正確な配賦を意図するために考え出された方法である。その
定義は「活動、資源および原価計算対象の原価と業績を測定するためのツール」(桜井 
通晴 2000, p.24.)であり、またその目的は「製品原価の合理的な算定を通じて製品戦
略に活用すること」(桜井 通晴 2000, p.24.)である。そしてその特徴は「活動を基本
的な原価集計の単位とし、活動に集められた原価を原価計算対象(製品)がどれだけ消
費したかによって、製品に割り当てる計算法」(浜田 和樹 2011, p.194.)である。そ
して「原価計算対象が活動を消費し、活動が資源を消費する」(武脇ほか 2008, 第 10
章, 青木 章道, p.251～252.)という ABCの前提がある。 
次に実際の ABC の計算手続きについて桜井(2000)、浜田(2011)、西山(2009)をもと
に筆者がまとめたものを記述する。(桜井 通晴 2000, p.24～65.)(浜田 和樹 2011, 
p.194～197.)(西山 茂 2009, p.137～139.) ABCでの実際の計算手続きでは、経済的
資源である製造間接費から原価計算の対象である各製品へと配賦される過程に、2 段
階のコスト計算を有している。（図 13参照） 各段階の内容について述べていく。 
 
図表13：ABCの流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）桜井 通晴. (2000). Abc の基礎とケーススタディ : Abcからバランスト・スコアカードへの展
開. 東京: 東洋経済新報社. p.35. を参考に筆者が作成  
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まず第 1 段階では、製造間接費を配賦基準である資源ドライバーを使ってアクティ
ビティ(活動)に割り振っていく。このアクティビティ(活動)とは、ある機能の目的を
遂行するのに必要とされる行為である。製造業における典型的な活動例として、図表
14 に列挙する。この段階では、資源ドライバーの決定が重要となる。その決定には、
資源原価の発生額と活動量との関係において相関性の高いものを選択する必要がある。
例を挙げると、間接工賃金であれば間接工の労働時間、補助材料であれば補助材料の
使用量、通信費であれば通信時間、賃借料であれば占有面積、福利費であれば従業員
数などが用いられる。以上が第 1段階での計算となる。 
 
 
図表14：製造業における典型的な活動 
 
（出所）桜井 通晴. (2000). Abc の基礎とケーススタディ : Abcからバランスト・スコアカードへの展
開. 東京: 東洋経済新報社. p.45. を参考に筆者が作成  
 活 動 活動の具体的な内容 
購 
買 
機 
能 
購入指図書の処理 発注量の決定、発注時期の確定、購入指図書の完成 
交渉と契約 交渉し、新規開拓し、購入契約書を作成する 
材料の受入れ 材料の入荷記録を作成し、入荷量を検証する 
材料の入荷量の検査 入荷材料の数量を確定 
買掛金の処理 必要書類を収集し、支払いの承認を与える 
生 
産 
機 
能 
設備の保守と補修 既存の生産設備の保守と補修を行う 
現場の管理 生産の監督と製造担当者の監督 
設備維持 工場の建設と設備の維持 
材料の入荷量の検査 入荷材料の数量を確定 
生 
産 
機 
能 
通常の生産計画 顧客の要求別の製造指図書を作成 
生産の監視 製造現場レベルでの生産データの収集 
材料の受入れ 材料の入荷記録を作成し、入荷量を検証する 
材料の入荷量の検査 入荷材料の数量を確定 
買掛金の処理 必要書類を収集し、支払いの承認を与える 
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次に第 2 段階の計算である。第 2 段階では、各アクティビティ(活動)に割り振られ
たコストを配賦基準である活動ドライバーと使って各製品へ割り振っていく。この活
動ドライバーを決定する際、アクティビティ(活動)のレベルを把握することが重要で
ある。このレベルとは、「単位レベルの活動」、「バッチレベルの活動」、「製品支援レベ
ルの活動」、そして「工場支援レベルの活動」との 4つに分類できる。それぞれのレベ
ルの内容を説明したい。 
「単位レベルの活動」とは、1単位の製品が生産されるごとに行われる活動であり、
原価は製品単位ごとに変化する。これは、操業度に関連した活動であり、各アクティ
ビティのコストを操業度に比例するように各製品へ関連付けるものである。いわゆる
伝統的な原価計算における「変動費」がこれにあたる。具体例な例を挙げると、「製品
検査工の作業 」という活動であれば、活動ドライバーは「 直接作業時間 」となる。
また、「機械運転」という活動であれば、活動ドライバーは「 機械運転時間 」となる。
次に「バッチレベルの活動」とは、バッチ(群)ごとに行われる活動であり、原価はバ
ッチごとに変化する。そして「製品支援レベルの活動」とは、異なるタイプの製品が
生産されるごとに行われる活動であり、原価は製品種類が増えるごとに変化する。最
後に「工場支援レベルの活動」とは、工場単位でなされる活動である。 
以上 4つの活動の内、「バッチレベルの活動」「製品支援レベルの活動」「工場支援レ
ベルの活動」の 3つの活動は、「単位レベルの活動」とは違い操業度と関連することの
ないドライバーである。よって、各アクティビティのコストを操業度以外の要因と比
例するように各製品へ関連付けることとなる。その具体例を挙げると、「 取作業 」で
あれば、その活動ドライバーは「 段取回数 」となる。また「 製品設計 」であれば、
その活動ドライバーは「 設計図作製枚数 」となる。 
これらの内容について、「操業度に関連した活動」の具体例を図表 15に、「操業度に
関連しない活動」の具体例を図表 16にまとめた。 
  
41 
 
図表15：活動レベルの分類Ⅰ 
操業度に関連した活動 
活動レベル 活動の種類 活動ドライバー 
単位レベル 
  の活動 
製品検査工の作業 直接作業時間 
機械の運転 機械運転時間 
材料費の消費 材料消費量 
（出所）武脇 誠, 森口 毅, 青木 章, & 平井 裕. (2008). 管理会計 新世社; サイエンス社 (発売). 
p.254. を参考に筆者が作成  
 
 
図表16：活動レベルの分類Ⅱ 
操業度に関連しない活動 
活動レベル 活動の種類 活動ドライバー 
バッチレベル 
  の活動 
段取作業 段取回数・時間 
材料の運搬 運搬回数・重量 
発注 発注回数・数量 
エネルギーの消費 消費量 
製品支援レベル 
  の活動 
製品設計 設計図作成枚数 
工程管理 工程数・工程の投入量 
製品の設計変更 変更回数・時間 
製品機能の強化 製品の数量・強化のレベル 
品質検査 検査回数・時間 
工場支援レベル 
  の活動 
工場長の仕事 付加価値・工数・売上 
工場の安全対策 付加価値・工数・売上 
工場の保守 付加価値・工数・売上 
（出所）武脇 誠, 森口 毅, 青木 章, & 平井 裕. (2008). 管理会計 新世社; サイエンス社 (発売). 
p.254. を参考に筆者が作成  
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以上の内容をもとに再度 ABCの計算手順をまとめると、図表 17のようになる。 
 
 
図表17：ABCにおける計算の流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）武脇 誠, 森口 毅, 青木 章, & 平井 裕. (2008). 管理会計 新世社; サイエンス社 (発売). 
p.252. を参考に筆者が作成  
 
 
第七項 ABM(Activity-Based Management:活動基準管理) 
次に、ABM(Active-Based Management:活動基準管理)の定義と目的について述べる。
ABMの定義は、「顧客によって受け取られる価値およびこの価値を提供することによっ
て達成される企業の利益を改善するための方法として、活動の管理に焦点を置く技法」
(武脇ほか 2008, 第 10 章, 青木 章道, p.258.)であり、その目的は、「活動やプロセ
スの改善による原価低減」(桜井 通晴 2000, p.24.)である。企業の活動を見直しそこ
から原価の低減を実施することから、ABM は業務改革ないしリエンジニアリングに活
用することができる管理手法ということができる。 
ABM の特徴について、武脇ほか(2008)、浜田(2011)をもとに筆者がまとめたものを
記述する。(武脇ほか 2008, 第 10 章, 青木 章道, p.259～260.)(浜田 和樹 2011, 
設
計
図
作
製
枚
数 
段
取
回
数
・時
間 
機
械
運
転
時
間 
付
加
価
値
・売
上 
資源ドライバー 
活動ドライバー 
製造間接費 【 経済的資源 】 
機械運転 段取作業 製品設計 【 活動センター 】 
製品 1 【 原価計算対象 】 
工場保守 
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p.199～200.) ABM は、ABCで計算された原価情報を利用し、原価低減を目指すもので
ある。それは、アクティビティ(活動)自体と、それに集計される原価の分析によって
行われる。その特徴は、「顧客への価値の提供を通じて利益を獲得する一連の活動」を
企業活動としてとらえ、その活動に焦点を当てている点にある。それには 3 つの理由
がある。１つは、原価とは、活動が経営資源を消費することによって生じるものであ
る。2つ目は、資源ドライバーにもとづいて経営資源の消費分を活動別に集計すれば、
ある特定の活動にいくらの原価をかけているかが明らかになるからである。3つ目は、
その活動分析から非付加価値活動を明らかにしその排除ができれば、非付加価値活動
に要した原価を低減できるからである。ここでいう非付加価値とは、企業が行ってい
る活動の中で顧客に対して価値を提供していないものを言う。逆に、顧客に価値を提
供する活動を付加価値活動という。 
ここで、ABC と ABM の本質的な相違点を見ておきたい。この両者の相違は、「ABC が
製品原価算定目的の測定の視点(measurement view)に立脚するのに対して、ABM は原
価管理目的のプロセスの視点(process view)に立脚する」(桜井 通晴 2000, p.28.)
点である。その役割の違いは、ABC が原価情報の把握から製品戦略やリストラクチャ
リングに役立たせるのに対して、ABM は ABC 情報を用いて原価低減やリエンジニアリ
ングに役立たせるものであると言える。それを図でまとめると、図表 18のようになる。 
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図表18：ABCと ABMの関係 
 
 
（出所）桜井 通晴. (2000). Abc の基礎とケーススタディ : Abcからバランスト・スコアカードへの展
開. 東京: 東洋経済新報社. p.35. を参考に筆者が作成  
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続いて、ABM での実際の作業について桜井(2000)、浜田(2011)、武脇ほか(2008)を
もとに述べる。(桜井 通晴 2000, p.36.)(浜田 和樹 2011, p.200～202.)(武脇ほか 
2008, 第 10 章, 青木 章道, p.260～261.) ABM での実際の作業は 4 つのステップで
行われる。第 1 に改善への機会の発見、第 2 にムダの要因の探索、第 3 は収益改善と
顧客へのサービスに貢献する活動の測定、そして最後のステップは、原価低減活動の
実行である。また、ABM ではその 4 つのステップの中において、「活動分析」「原価作
用因分析」「業績評価」の 3つの分析が行われる。次に、この 3つの分析について見て
行きたい。 
活動分析とは、企業内における活動を質問、観察、書類調査等で明らかにし、その
活動の必要性の有無などを識別するものである。その判断には、その活動が付加価値
を生み出しているかどうかによって判断される。また、仮にその活動が付加価値を生
み出す活動であったとしても、業界などのベストプラクティスと比較し、その効率が
水準以下だった場合は、その活動は改善の対象となる。また、分析の際は単一の活動
に注目するのではなく、諸活動間の結びつきを検証することにより、活動全体の効率
を検証する必要がある。 
原価作用因分析とは、活動分析によって明らかにされた不必要な活動や効率の悪い
活動を観察し、無駄な要因を識別することである。ここでいう原価作用因とは、ABC
における活動ドライバーである。いわゆる、活動ごとに選定され要因であり、かつ原
価を発生させるものである。実際の分析では、検討の対象となった活動の原価作用因
を明らかにすることから始める。これは、活動の原価を発生させている原因は、原価
作用因にあるためである。そして、なぜその原価が発生するのか、またどのようにし
てその原価作用因を削減できるのかを検証することになる。なお、同一の活動であっ
ても、ABC の原価作用因と ABM での原価作用因は異なることがある。これは、ABC と
ABM の目的の違いに起因している。具体的な例として、材料の運搬活動にかかるコス
トを挙げる。運搬活動の配賦基準を考えた場合、原価算定を目的とする ABC であれば、
運搬回数を原価作用因として運搬活動の原価を製品に配賦するかもしれない。しかし、
ABMでは、材料を運搬する距離を原価作用因とすることが考えられる。これは、ABMの
目的が改善活動を通じた原価低減にあるためである。以上のことから、ABM でいう原
価作用因の意味は、ABC でいう配賦基準以上の意味があることに注意することが必要
である。 
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第八項 ABB(Activity-Based Budgetting:活動基準予算管理) 
次に、ABC を活用した予算管理である ABB について、その定義と目的について浜田
(2011)をもとに述べる。 (浜田  和樹  2011, p.204～ 206.)  ABB(Active-Based 
Budgeting:活動基準予算)とは、ABCの考え方を利用した予算管理の手法である。その
特徴は、論理的な予算編成ができる点にある。なぜなら、組織内の活動を媒体にする
ことによって、投入資源の原価とそのアウトプットとの関係を明確化でき、予算編成
において質の高い原価情報を把握することが可能となるためである。ABB における予
算編成の手順は、「 製品・活動 ⇒ 活動ドライバー⇒ 活動原価 ⇒資源ドライバー ⇒ 
資源原価 」の順で行い、ABC の計算手続きの逆の手順を採る。また、ABB の予算編成
のステップは、次の 4段階となる。 
まず、第 1 ステップである。第 1 ステップは、目標とすべき顧客、製品組合せ、売
上高の目標を決定することで、次年度どのような活動が必要になるか予測することで
ある。次に第 2 ステップである。第 2 ステップは、努力水準等を考慮しながら、原価
計算対象別にその活動をどの程度必要とするかを明らかにすることである。次に第 3
ステップである。第 3 ステップでは、活動量と活動単位当たりのコストをもとに、活
動ごとの予算を決定する。必要であれば、活動を階層的にとらえ、下位活動ごとに詳
細な予算を編成する。そして最後に第 4 ステップである。第 4 ステップでは、活動ご
との予算を必要なレベルに総合化して、全体予算を編成する。 
次に、ABBを実施する利点について、浜田(2011)をもとに述べる。(浜田 和樹 2011, 
p.205～206.) 伝統的予算管理では、いつくかの問題点が指摘できる。例を挙げると、
予算額がどのような計画を前提として編成されたのか不明確となる点などである。こ
れは、間接費に対して部門別の勘定科目別の管理がなされていることに起因している。
一方 ABB では、活動別に予算が組まれるため、予算額と活動ドライバー・資源ドライ
バーの関係から、予算の妥当性を検証することが可能となる。そして、予算管理に ABB
の考え方を導入する利点は、次のとおりである。 
まず第 1 の利点は、従来よりも正確な予算管理が実施できるということである。計
画と整合性をもった形で希少資源の最適配分ができることから、特に間接費の多い部
門に有効である。 
第 2 の利点は、活動別に予算を編成することで、管理に役立つ情報の提供が可能と
なる。特に、組織横断的な活動予算を編成することで、部門別管理(縦軸の管理)だけ
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ではなくプロセスの管理(横軸の管理)が可能になり、これまで気付かなかった重複し
た活動や、無駄な活動がわかる。 
第 3 の利点は、ABB は論理的に活動とその原価を積み上げて編成されるので、編成
時に部門のエゴを排除できる。部門への間接費の配賦額の決定に対しても説得力をも
つ。また、理論的に編成されるので、承認された予算に対するコミットメントを高め
ることができる。 
 
第九項 業績評価 
業績評価について西山(2009)をもとに述べる。(西山 茂 2009, p.212～213.) 業績
評価の目的は、経営戦略の実行の結果を適切に集計して評価し、その後の施策に生か
していくことである。多くの企業において、最も重要な経営資源であるヒトのモチベ
ーションを維持し、またそれを高めることによって成長していくためには、適切な業
務評価を行うことが重要になる。そのためには、業績評価単位を明確化し、適切な管
理会計システムを導入していくことが必要である。なお、業績評価は、もともと業績
を測定し、その結果を評価することであり、それを報酬や昇進などに結びつけること
とは区別して考えるべきである。しかし、業績評価は報酬などと結びつくことによっ
て、その意味が大きくなるのも事実である。 
次に、業績評価と報酬の結び付きについて、西山(2009)をもとに述べる。(西山 茂 
2009, p.212～213.) 年功序列、終身雇用といった、秩序の維持を重視する傾向が強
い従来の経営システムは、近年の経営環境を取り巻く構造的な変化により、現在の経
営環境とは合わないものになってきた。そこで、新しい環境に対応した経営システム
が必要となった。その新しいシステムの 1 つに、適切な業績評価と報酬や昇進などへ
の結び付けが挙げられる。これは、曖昧になりがちな人柄、協調性、やる気、勤務態
度などによる評価よりも、明確な業績の達成度に重点を置いて評価を行うことである。
この方法は、従業員のモラールを向上させ、自分の能力を高めようというインセンテ
ィブを与えるとともに、独創的なアイデアを生み出すことが可能な土壌をつくること
につながる。また、これを報酬や昇進などに結びつけることによって、ペイ・フォー・
パフォーマンスを徹底させることができ、収益とコストをバランスさせることができ
るのである。このように業績評価においては、動機付けにつながること、公平である
こと、さらにわかりやすいこと、会社の目標との整合性があることが重要である。 
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次に、業績評価における組織単位について、武脇ほか(2008)をもとに述べる。(武脇
ほか 2008, 第 5 章, 森口 毅彦, p.107～109.) 業績評価の組織単位は、代表的なも
のとして職能別組織と事業部制組織の 2つがある。その内容は以下のようになる。 
職能別組織は、製造部、販売部、人事部、経理部、研究開発部などの職能区分にも
とづき、経営管理上の意思決定権限と責任を委譲する組織である。 
次に事業部制組織は、製品別や地域別、市場別、顧客別などによって組織を事業部
と呼ばれる単位に分割し、各事業部の長に経営管理上の責任と権限を大幅に委譲した
上で、生産や販売、人事、経理などの職能を総合的に担当させる組織である。 
事業部制組織と職能性組織の重要な相違点は、事業部制組織は職能別組織よりも大
きな権限と責任が事業部長へ委譲されることに加えて、武脇ほか(2008)は「とりわけ
利益責任まで委譲される」と述べている。(武脇ほか 2008, 第 5 章, 森口 毅彦, 
p.107.) 
最後に、西山(2009)をもとに、事業部制による損益計算書について図表 19の事業部
制損益計算書をもとに各段階の利益とその対象を見てみる。(西山 茂 2009, p.214～
217.) 
図表19：事業部制における損益計算書とその評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）西山 茂. (2009). 戦略管理会計 (改訂 2 版 ed.). 東京: ダイヤモンド社. p.216. を
参考に筆者が作成  
項目 評価対象 
A 売上  
B 変動費  
C 限界利益 (A-B) 現場業績 
D 管理可能費  
E 管理可能利益 (C-D) 事業部長業績 
F 部門固有管理不能費  
G 貢献利益 (E-F) 事業部業績 
H 共通本社費  
I 純利益 (G-H) 全社業績 
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図表 19の項目 C、限界利益は、変動費の管理や製品の組み合わせ、また製品の価格
設定の良否を示す指標である。商品や製品のブランド力や変動費のコストダウンの効
果などが表れている。この限界利益を業績評価に使用する場合、最も適している部署
は現場などである。なぜなら、現場で行われる改善などの活動は、変動費をコントロ
ールすることが可能であるからである。現場で実施した改善活動が成功した場合は、
変動費が下がることによって限界利益が上がることになる。 
次に、図表 19の項目 E、管理可能利益は、事業部長が管理可能な費用だけを差し引
いた利益金額である。よって、この管理可能利益を業績評価に使用する場合は、事業
部長への評価が適していると考えられる。 
次に、図表 19の項目 G、貢献利益は、事業部の直接的な業績を表す利益である。管
理可能利益から事業部のコストであることが明確であって、事業部長が管理すること
ができない管理不能費を差し引いて計算した利益金額である。よってこの貢献利益は、
事業そのものに対する業績評価に適していると思われる。 
そして最後に、図業 19の項目 I、純利益は、本社費用の事業部への割り振り分であ
る本社共通費を配賦した後の利益であり、事業部の利益とは直接関係なく全社的な利
益を計算するための利益である。この純利益を業績評価に使用する場合、2 つのこと
が考えられる。1 つは、これを事業部長などの業績評価に使用するものである。これ
は、そもそも事業部は、本社の支援があって成り立つ部署であるため、本社の配賦費
用を賄うだけの利益を上げることが求められるという考え方である。もう 1 つは、純
利益の計算過程には、事業部長のコントロールできる範囲を超える費用が含まれてい
るため、事業部長などへの評価には適用しないという考え方である。最終的には、そ
れぞれの企業の実情に合わせて適用する範囲を決定するのが、もっとも現実的な選択
だと考える。 
事業部門の業績評価の基準としては、規模より収益力を重視するという流れから、
貢献利益の重要性が増してきている。業績評価を行う際には、このような数字につい
て、前年度比較、予算実績比較、他部門との比較などを実施していくことが一般的で
ある。 
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第三節 質的研究法 
 
第一項 グラウンデッド・セオリー・アプローチ 
グラウンデッド・セオリー・アプローチとは、1960年代に社会学者アンセルム・ス
トラウス(Anselm L. Strauss)とバーニー・グレーザー(Barney G. Glaser)によって考
案された質的研究法の一つである。その理論の概念は、「データに基づいて(grounded)
分析を進め、データから概念を抽出し、概念同士の関係づけによって研究領域に密着
した理論を生成しようとする研究方法」(Craighill 2006, p.14.)である。現在、グラ
ウンデッド・セオリー・アプローチは 4 つのタイプに分類されることが多い。1 つ目
は、「The discovery of grounded theory: strategies for qualitative research」
(Glaser 1967)を基本としたオリジナル版。その後、1990 年にストラウスとコービン
が共同で発表したストラウス・コビー版、そして 1992年、それに対抗してグレーザー
が発表したグレーザー版、そして最後に、「グラウンデッド・セオリー・アプローチ：
質的実証研究の再生」(木下 康仁 1999)や「グラウンデッド・セオリー・アプローチ
の実践：質的研究への誘い」(木下 康仁 2003)などで提唱した修正版である。ストラ
ウス・コビー版とグレーザー版の違いに関しては、グレーザーがストラウスとコビー
の共著に抗議するという形から生まれたものであり、「両者の決定的な対立点が何であ
ったのかは実はわかりにくい」(木下 康仁 2007, p.19.)との指摘もある。一方で、ス
トラウス・コビー版、コービン版、そして修正版では、コーティングの方法などに大
きな違いがあるのも事実である。その具体的な差異として挙げられる点は、データの
コーディング時における切片化の方法論の違い、またはその有無である。グレーザー
版は、細かい切片化を基にした緻密な分析にこだわるのに比べて、ストラウス版は切
片の大きさを各部分のデータのリッチさによって変化させることで作業の効率をあげ
ようとしている。また、修正版は切片化を一切行わず、分析ワークシートを使用して
データと概念を直接的に結び付けているという特徴がある。 
グランデッド・セオリー・アプローチによって生み出された結果は、次の 5 つの特
性を持つ。(木下 康仁 2003, p.25.) 
1. データに密着した分析から独自の説明概念をつくって、それらによって
統合的に構成された説明力にすぐれた理論 
2. 継続的比較分析法による質的データを用いた研究で生成された理論 
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3. 人間と人間の直接的なやりとり、すなわち社会的相互作用に関係し、人
間行動の説明と予測に有効であって、同時に、研究者によってその意義
が明確に確認されている研究テーマによって限定された範囲内におけ
る説明力にすぐれた理論 
4. 人間の行動、なかんずく他者との相互作用の変化を説明できる、言わば
動態的説明理論 
5. 実践的活用を即す理論 
 
そして、グランデッド・セオリー・アプローチの内容特性については以下の 4 つの
点が挙げられる(木下 康仁 2003, p.30.) 
1. 現実との適合性 (fitness) 
・ 研究対象とする具体的領域や場面における日常的現実に可能な限
りあてはまらなくてはならない 
2. 理解しやすさ (understanding) 
・ 研究対象の領域に関心をもったり、その領域や場面に日常的にい
る人々にとって、提示された理論は理解しやすいものでなくては
ならない 
3. 一般性 (generality) 
・ 研究対象とされたところの日常的な状態は常に変化しているので
あるから、提示された理論にはそうした多様性に対応できるだけ
の一般性が求められる 
4. コントロール (control) 
・ グランデッド・セオリーを理解した人々が具体的領域において自
ら主体的に変化に対応したり、ときには必要な変化を引き起こし
ていけるように、社会相互作用やその状況をコントロールできな
くてはならない 
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第二項 修正版グランデッド・セオリー・アプローチ 
修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチとは、オリジナル版で提示された基
本的な特性である、理論生成への志向、grounded-on-dataの原則、経験的実証性、応
用が検証の立場、などを継承し、さらに深い解釈を可能とする独自の分析手法である。
具体的には、グラウンデット・セオリー・アプローチの課題点を克服するものとして、
7つの主要特性が挙げられる。(木下 康仁 2003, p.44.)  
1 つ目の特性は、グランデッド・セオリー・アプローチにおける 5 つの特性と 4 つ
の内容特性を満たしている点である。修正版グランデッド・セオリー・アプローチは、
その分析方法の違いからグランデッド・セオリー・アプローチと異質なもとみられる
こともあるかもしれない。しかし、その根本的理論特性は、グランデッド・セオリー・
アプローチに基づいている。 
2 つ目の特性として、データのコーティング方法の明確化である。特に特徴的な点
は、データの切片化を行わず、修正版独自の分析ワークシートと研究者する人間の視
点とを組み合わせた手順を明示している。 
3 つ目の特性として、データの範囲、分析テーマの設定、理論飽和化の判断におい
て、分析の過程を制御している点である。この分析過程の制御は、方法論的限定によ
って行われている。 
4 つ目の特性は、コーティング法を独自に開発した点である。分析ワークシートを
作成することによって分析を進め、そこから生み出された概念を分析の最小単位と位
置づける。これは、データに密着した分析と進めることを志向した結果であると同時
に「グレーザー的特性である作業としての厳密なコーディングとストラウス的特性で
ある深い解釈を同時成立させるため」(木下 康仁 2003, p.45.)でもある。 
5 つ目は、研究する人間の視点を重視する点である。この研究する人間の視点が果
たす役割とは、システマチックなコーディング作業とその際に必要となるデータの深
い解釈を、研究方法として統合するためのものである。よって研究する人間の視点は、
コーディングと深い解釈の中心に置かれることとなる。 
6 つ目は、面接型調査において有効に活用できる点である。面接型調査とは、その
対象が個人であり「人」が選択の対象となる。 
7 つ目は、データ解釈における多重的同時並行性である。修正版グランデッド・セ
オリー・アプローチでは、オリジナル版で行われるデータの解釈における段階的な作
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業は存在しない。データの解釈は、データから直接的に概念を生成する。その時点に
おいて特徴的な特性は、類似例や対極例の検討、そして生み出された概念と関係があ
ると考えられる未生成の概念も検討する点にある。このことにより、「推測的、包括的
思考の同時並行により理論的サンプリングと継続的比較分析を実行しやすくしている」
(木下 康仁 2003, p.45.) 
次に、修正版グランデッド・セオリー・アプローチのコーティングについて説明す
る。修正版グランデッド・セオリー・アプローチでは、独自のコーディング方式を開
発している。まず、実際のコーディング作業におけるデータとコーディングとの基本
的な関係から述べる。データとコーディングの関係は、データとデータの分析によっ
て生成された概念が一定の距離で位置付けられており、その間に研究する人間の視点
が置かれている。これによって、データと密着した分析(grounded on data)が可能と
なる。木下(2003)は、これを 3つのポイントにまとめている。(木下 康仁 2003, p.151.) 
1 つ目のポイントは、データと概念の距離を一定に保持している点である。オリジナ
ル版グランデッド・セオリー・アプローチのデータ分析は、データを切片化すること
により、基礎データから 1次コード、2次コード、3次コードと生成していく。よって、
分析が進むにつれて基礎データは複数の中継点を経由することになる。しかし修正版
グランデッド・セオリー・アプローチでは、このような段階的な作業は行わない。デ
ータの分析から直接的に概念を生成している。この特性として木下(2003)は、「解釈に
よって生成されたすべての概念が常にデータと直接対応関係の確認ができるようにし
ている。これにより coding & retrieval と grounded on data はもっとも徹底した形
をとることができる」(木下 康仁 2003, p.150.)と述べている。2つ目のポイントは、
一定の距離に置かれたデータと概念の間に研究する人間の視点を挟んで、非連続化し
分離させている点である。木下(2003)はデータのコーディング、特に概念を生成する
過程において「データを最重要視しながらも、その後にデータから分離しなくてはな
らない」(木下 康仁 2003, p.152.)と指摘しており、その分離を行うために研究する
人間の視点をデータと概念の間に置いているのである。データから概念を生成する作
業は、その中間に研究する人間がデータのある箇所を分析、または解釈することによ
って行われている。これは同時に、研究する人間にを挟んで概念がデータから分離す
ることを意味している。 
修正版グランデッド・セオリ ・ーアプローチにおけるデータのコーティング方法は、
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非常に明確化されている。これは、実際の分析段階での活用が容易になっている点と、
分析プロセスが第三者にも理解しやすいという 2 つの利点がある。2 つ目の特徴は、
分析のプロセスに意味の深い解釈を組み込んでいる点である。そして最後に、オリジ
ナル版の主張に回帰するのではなく、現在の状況におけるその限界の克服を意図して
いる点である。これら 3 つの特徴を象徴する違いが、データに対する切片化の技法を
採用していない点にある。 
 
第三項 SCQRM（スクラム：構造構成的質的研究法） 
質的研究では、いくつか問題となる点がある。その問題について西條(2005)は、「質
的研究の価値は認められつつある一方で、新たな領域であるため、認識論や方法論の
整備が不十分であり、主観性や恣意性が混入する問題、技法のみ整備による職人芸的
段階にある点、科学性の確保・評価基準の設定など、課題は山積している」(西條 剛
央 2005, p.209.)と指摘している。SCQRM は、この様な質的研究が抱える問題を解消
するべく体系化されたメタ理論であり、「関心相関的選択」などに代表されるように、
構造構成主義をベースとした質的研究法である。その特徴は、研究全体の流れを構造
構成主義に基づく SCQRM によって構築して行きながらも、適宜他の研究技法などをそ
れに修正を加えながら活用できる点にある。例を挙げると、インタビューなどの質的
データから包括的なモデルである「理論」の生成までの過程において、その分析ツー
ルとして修正版グランデッド・セオリー・アプローチの分析ワークシートなどを採用
している点である。また、質的研究において議論される研究対象者の「量」の問題に
おいても、SCQRMは明確な立場をとっている。SCQRMにおける少数事例研究の位置付け
は、関心相関的観点により、研究者の関心とその目的によって相関的に決まるとして
いる。西條(2007a)は、その具体的な例としてバッティング技術の研究を例に挙げ、「た
とえば、優れたバッティング技術のコツを調べようと思って、その辺を歩いている百
人を集めて平均的な打ち方（構造）を抽出しても何にもならない」「それだったらイチ
ロー一人に焦点化して、その構造を探求したほうがよい」(西條 剛央 2007a, p.43.)
と指摘している。筆者も同様の意見であり、仮説の生成をその目的として行われる質
的研究では、特定の企業が行っている事例をもとにその本質を抽出するのが目的とな
るため、少数であってもその研究意義が薄れることはないと考える。 
SCQRM では、いくつかのキーワードとなる言葉がある。ここでは、本研究に強く関
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係しているいくつかのキーワード「関心相関的継承」「関心相関的選択」「関心相関的
サンプリング」「関心相関的質問項目設定法」「関心相関的研究法修正法」「目的相関的
理論的飽和」「関心相関的方法概念修正法」について述べて行きたい。 
関心相関的継承とは、SCQRM における仮説の引き継ぎ方である。自然科学、そして
社会科学などは、過去に行われた研究を引き継ぐ「検証」によって知見を積み上げて
きた。この考え方の背景には、「主体の外部に客観的真理が実在していて、仮説を繰り
返し検証することでその客観的実在に到達できる」(西條 剛央 2007a, p.50.）観論主
義的認識論があると言える。そして、発展性を持つ方法概念ということができる。し
かし質的研究では、先行研究を引き継ぐ方法概念として「継承」という考え方が必要
となる。この「継承」とは、「研究対象とする現象に応じて、仮説をより細分化・精緻
化していく従来の検証的方向性と、記述や解釈の多様性を拡大する発展的方向性の、
双方を柔軟に追求可能な枠組み」(西條 剛央 2007a, p.51.）である。これは、「発展
と精緻化の双方を包含する概念」(西條 剛央 2007a, p.51.）である。いわば、発展的
機能と検証的機能を有しており、それを研究者の関心によって相関的に決められてい
くものである。よって、SCQRM では、この「承継」を基本として仮説の引き継ぎ方を
関心相関的継承としている。 
関心相関的選択とは、認識論、理論、技法、フィールド、対象者、解釈枠組みなど
の研究を形作るツールを、現実的な制約、そしてリサーチクエスチョンや研究目的の
2つの視点から選択することである。これは、関心相関的観点である、「方法の価値は
目的と相関的に決まる」(西條 剛央 2007a, p.51.）という点からきている。 
関心相関的サンプリングとは、質的研究における対象者のサンプリングは、研究者
の関心や目的に照らし合わせて選択していくことである。これは、関心相関的選択の
バリエーションのひとつである。よって、研究者の関心や目的と現実的な制約のバラ
ンスを考えながら選択していくこととなる。 
関心相関的質問項目設定法とは、質的研究で行うインタビューの質問項目を、関心
相関的選択と同じように、現実的な制約とリサーチクエスチョンや研究目的に照らし
合わせながら選択していくものである。また、このインタビュー法には、「構造化イン
タビュー」「非構造化インタビュー」「半構造化インタビュー」の 3 つに分類すること
ができる。「構造化インタビュー」とは、事前に質問項目を決め、それに沿ってインタ
ビューを進めるものである。「非構造化インタビュー」とは、質問項目などは作らず、
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リサーチクエスチョンや研究目的などに沿ってインタビューを進めるやり方である。
「半構造化インタビュー」とは、構造化インタビューと非構造化インタビューの中間
的な方法である。 
関心相関的研究法修正法とは、既存の研究法に対して一定の条件のもとで修正を行
うものである。この「一定の条件」とは、「①研究実施上の制約と、②研究目的を踏ま
えつつ、どこを、なぜ修正したのか理由を明示する」(西條 剛央 2007b, p.60.)こと
である。具体的な例として西條(2007a)は、修正版グランデッド・セオリー・アプロー
チによる質的研究法の修正例を挙げている。修正版グランデッド・セオリー・アプロ
ーチでは、インタビューデータから概念を生成する際、少数のバリエーションを使用
することを勧めていない。しかし SCQRM では、このバリエーションや事例の数につい
て「あくまでも研究者の関心や研究目的に応じて（相関的に）判断されることを踏ま
えて、研究の目的を確認する」(西條 剛央 2007b, p.61.)とし、数の大小に関わらず
研究目的によってその数が決まるとしている。このように、もとの研究方法に対して
も、「①研究実施上の制約と、②研究目的を踏まえつつ、どこを、なぜ修正したのか理
由を明示する」(西條 剛央 2007b, p.60.)という条件を満たす上であれば、研究法の
修正も認めているのである。 
目的相関的理論的飽和とは、理論的飽和の達成を研究目的の達成によって判断する
ことである。この前提にあるのは関心相関的方法概念修正法によって理論的飽和の概
念を修正したことによる。よって、SCQRM における理論的飽和とは「概念ごとに分析
ワークシートをきちんと完成させることによって作られたモデルが、研究目的と照ら
して、それを達成できている状態」(西條 剛央 2007a, p.231.)であり、「理論の完成
度を測る具体的指標」(西條 剛央 2007a, p.233.)ということになる。 
関心相関的方法概念修正法とは、ある方法概念を、研究推進という目的に照らし合
わせ、その目的の達成に役立つものへと修正していくことである。上記の目的相関的
理論的飽和を例に挙げると、質的研究法における理論的飽和の状態とは様々な定義が
存在する。しかし、理論的飽和が方法概念である以上、関心相関的方法概念修正法を
適用し、理論飽和を上記で述べたとおり「概念ごとに分析ワークシートをきちんと完
成させることによって作られたモデルが、研究目的と照らして、それを達成できてい
る状態」(西條 剛央 2007b, p.231)と定義することが可能となる。 
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第四項 構造構成主義 
SCQRM は構造構成主義をベースに構築されたメタ研究法であるため、ここでは構造
構成主義について触れておきたい。 
構造構成主義とは、西條(2005)によって提示された「人間科学の原理として体系化
されたメタ理論」(西條 2011, p.101.)であり、その源には「フッサールの「普遍学
(Universalwissenschaft)」の確立といった理念を継承発展」(西條 2011, p.101.)と
いうベースがある。また、構造構成主義の基本的モチーフは、「様々な考え方が「信念
対立」に陥ることなく諸学を基礎づける学的基礎(普遍学)」である。(西條 2013, 
p.93.) その思想的系譜について西條 (2011)は、「もともと認識論ではフッサール
(Husserl,E.)の現象学とそれを独自に継承発展させた竹田青嗣、西研の「現象学」、存
在論ではロムバッハ (Rombach,H.)の「構造存在論」、記号学ではソシュール
(Saussure,F.de.)の「一般記号論」と丸山圭三郎の「記号論的還元」、科学論は池田清
彦の「構造主義科学論」といったように、現象学、存在論、認識論、記号論、構造論、
科学論それぞれの領域に諸成果を有機的に統合して開発されたメタ理論」(西條 2011, 
p.101.)と述べている。その可能性は、その原理性により様々な分野で応用されている。
「構造構成的組織行動論の構想」(西條 2011)では、「関心相関性を基軸とした諸原理
により人間の認識や行動のあり方を変えることで経営実践上どのように役立ちうるか」
(西條 2011, p.111.)という命題のもと、構造構成組織行動論としてその解を提示し、
構造構成主義が経営分野においても有効であることを明らかにしている。 
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第４章 事例研究 
 
第一節 事例研究 
第一項 インタビューの目的 
このインタビューは、物流専門企業、物流子会社、製造業などの物流部門を対象に、
その組織内における変革の成功事例を研究するためのものである。具体的な目的は以
下の 2 点である。１つは、変革時においてリーダーが行ったリーダーシップ行動につ
いてである。そしてもう１つは、数値管理の実施状況などについてである。 
 
第二項 インタビューの方法 
本研究では、企業における変革の成功要因、または数値管理の実施状況などについ
てインタビューを行った。インタビューは、事前に質問項目などを決めない非構造化
インタビューにて行った。その理由は、このインタビューの段階では、本研究のリサ
ーチクエスチョンが複数存在していたため、項目を絞らないインタビューの方が多岐
に渡る示唆が得られると考えたからである。 
 
第三項 企業の選定 
インタビューの選定条件としては以下の 2 点考慮した。1 つは物流に携わる企業で
あること。物流を本業としている企業、製造業などにおける物流子会社、そして製造
業における物流部門などから選定した。2 つ目は、組織における変革を経験している
ことである。実際の企業は以下の通りである。なお、本研究では、インタビューに協
力頂いた企業との守秘義務のため、企業名をイニシャルで表記する。 
H 社 
 ・物流企業  ・売上高：約 900 億円（2013 年 3 月）  
 ・インタビュー対応者：営業本部 執行役員 部長 
 
O 社 
 ・製造業 物流部門  ・売上高：約 1,900 億円（2012 年 3 月）  
 ・インタビュー対応者：物流企画室 室長 
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C 社 
 ・製造業 物流子会社  ・売上高：約 1,000 億 ※親会社連結(2012 年 3 月) 
 ・インタビュー対応者：代表取締役社長 
 
N 社 
 ・車メーカー 物流部門 ・売上高：約 9 兆 6,300 億円(2012 年 3 月) 
 ・インタビュー対応者：SCM 本部 主管 
 
E 社 
 ・物流企業  ・売上高：非公開  
 ・インタビュー対応者：通販物流事業本部 部長 
 
A 社 
 ・飲料メーカー 物流部門 ・売上高：約 1 兆 5,800 億円(2012 年 3 月)  
 ・インタビュー対応者：経営企画本部 部長 
 
Y 社 
 ・製造業 物流部門  ・売上高：約 3,100 億円(2013 年 3 月)  
 ・インタビュー対応者：生産本部 部長 
 
M 社 
 ・倉庫業 物流部門  ・売上高：約 1,500 億円(2013 年 3 月)  
 ・インタビュー対応者：事業統括部門 部長 
 
T 社 
 ・玩具メーカー 物流部門  ・売上高：約 1,800 億円  
 ・インタビュー対応者：ロジスティクス事業本部 課長 
 
第四項 インタビューから得られた示唆 
このインタビューでは、変革に対するいくつかの成功例を聞くことができた。その
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中で筆者が注目した点は、変革において責任者がリーダーシップを発揮する際、数値
化された指標などを頻繁に活用している点であった。以下にその事例の 1 つを紹介す
る。 
N社では、「運ばないようにする物流」というキーワードのもと、物流に関わる費用
を全社的に削減する取り組みを行っている。N 社は車メーカーのため、その部品は膨
大な数があり、その形状も様々である。部品によっては嵩があり、しかも世界中から
運ばれてくるため、その物流コストは膨大な金額となる。そこで、このプロジェクト
の責任者である O 氏は、部品を設計する段階から物流の効率化に取り組んでいる。例
えば、A という部品が運搬用の箱に 3 点入るとする。しかし、少しばかり形状を変え
ることによって 4 点入れることができれば、物流コストは削減されることとなる。O
氏は、部署の垣根を超えてこの様な取り組みを推進しているのである。上記の部品の
形状に関する取組みでは、O 氏は製造開発部門に働きかけ、物流の効率を考えた部品
の形状にするよう CAD による設計段階から働きかけたのである。しかし、この様な働
きかけに対して、他部署がレスポンス良く動くとは考えにく。そこで O 氏は、他の自
動車メーカーにおける部品の物流効率を数値化し、それをベンチマークとして使うこ
とにしたのである。この数値による指標は、他部署への説得において有効だったと考
えられる。当該部署にしてみれば、単に「物流コストを削減するため」と言われるよ
り、他メーカーのベンチマークを使用した説明の方が理解しやすいと思われる。同時
に、超えるべき目標もできるため、取組みやすいという利点もある。N 社における O
氏の例は、組織内における変革でリーダーシップを発揮する際、数値化された指標を
動機付けや説得の補完的なツールとして利用した具体例である。 
筆者はこの事例から、リーダーシップ行動と数値管理との間には強い関連性がある
のではないかと考えた。そこで本研究では、この両者の関係性について仮説を構築す
るため、質的研究法を利用した事例研究へと方針を変更することにした。なぜなら、
リーダーシップと数値管理の関係性を明らかにすることにより、様々な組織へ応用で
きる、汎用性の高い示唆が得られると判断したためである。よって、本研究では、質
的研究法を採用して研究を進めることを決定した。 
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第二節 質的研究 
第一項 インタビューの目的 
ここでのインタビューの目的は、リーダーシップ行動と数値管理との関連性につい
て、一定の仮説を構築することにある。 
 
第二項 インタビューの方法 
質的研究のインタビューでは、質問項目を事前に決めながらも、相手の答えに応じ
て話しを広げていくことが可能となる「半構造化インタビュー」を採用した。この理
由は、筆者のリサーチクエスチョンがこの時点において明確となっていたため、一定
の関心に基づいてインタビューを進める必要性を感じていたからである。その一方、
インタビューの解答に対する即興性も大切にしたいと考え、その両面を実現できる半
構造化インタビューを選択した。インタビューは 1 対 1 の対面形式で行い、その様子
はレコーダの音声録音にて記録した。 
 
第三項 インタビュー項目 
インタビュー項目は以下の通りである。 
1. 現在、物流がおかれている環境は良いと思いますか、それとも悪いと思いま
すか？ 
2. 厳しい状況の場合、どのような対処を行っていますか 
3. 変革等についてお聞きします 
 ・変革を実行する際、周りの従業員の方達は同じ危機感を共有していましたか？ 
 ・変革を実行する際、どのような障害が起きましたか？ 
 ・また、それをどのように解決していますか？ 
 ・変革への理解を得るために必要なことは何ですか？ 
 ・他部署にも関係する場合、どのように調整をはかりますか？ 
 ・変革の進捗状況を客観的に判断するものはありますか？ 
 ・変革を達成した後、それを企業文化にまで落し込む方法は？ 
 ・変革を成功へと導く際、ご自身の活動を支えるものは何か？ 
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4. 御社の物流部門における数字管理について教えて下さい 
 ・数値管理は事業における武器となっていますか 
 ・数値管理による 2 次的な効果は感じますか？ 
 ・数字管理の良い点、悪い点を教えて下さい 
 ・現在、数字管理について足りていないものなどありますか？ 
 ・リーダーシップを発揮する際、数字管理が果たす役割は何かありますか？ 
 
第四項 企業の選定 
このインタビューにおける企業の選定は、いくつかの基準によって行った。その基
準とは、組織内において変革を成功させた経験があること、独立採算性を採用してい
ること、そして、物流専門会社、物流子会社、企業内における物流部門からそれぞれ
1社を選定することである。これらの条件から下記の 3社を選定した。 
H 社 
 ・物流企業  ・売上高：約 900 億円（2013 年 3 月）  
 ・インタビュー対応者：営業本部 執行役員 部長 
 
O 社 
 ・製造業 物流部門  ・売上高：約 1,900 億円（2012 年 3 月）  
 ・インタビュー対応者：物流企画室 室長 
 
C 社 
 ・製造業 物流子会社  ・売上高：約 1,000 億 ※親会社連結(2012 年 3 月) 
 ・インタビュー対応者：代表取締役社長 
 
なお、この 3 社は初回のインタビューでも協力を頂いた企業であり、このインタ
ビューは 2 度目のインタビューとなる。 
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第五項 分析の枠組み 
本研究では、事例研究に質的研究法を選択した。それは、本研究が仮説の生成を目
的としているためである。そこで、この目的に合致する研究法として、修正版グラン
デッド・セオリー・アプローチ(木下 康仁 1999)を分析の枠組みとして採用した。こ
れは、修正版グランデッド・セオリー・アプローチが、インタビューから作成したテ
クストデータをもとに、そのデータに基づきながらモデルを構築するのに適している
からである。しかし、本研究では少数事例に基づく研究となっている。その点につい
て木下(1999)は、「分析を進めていく中でヴァリエーションがあまり出てこなければそ
の概念は見込みがないと判断し、他の概念に包含させるよう調整するか概念化を断念
する」(木下 康仁 1999, p.196.)と述べており、本研究と合致しない点がある。そこ
で本研究は、SCQRM(西條 剛央 2005)をメタ研究法として採用した。SCQRMにおいては、
事例数について「具体例がどれだけ必要かは、研究者の関心(研究目的)と相関的に決
まる」(西條 剛央 2007a, p.61.)としている。筆者も、本研究においては、量に依存
する質的研究法では研究目的を達成するのが難しくなると考えた。なぜなら、特定の
企業が行っている事例について、その本質を抜き出し理論生成を行う場合、他の複数
の企業と同時に分析を行うことによって、対象企業が行った行動の本質が薄められる、
または除去される可能性があるからである。よって本研究では、事例研究の基礎的な
概念を SCQRM から構築しいき、データからモデルを構築する際のツールとして修正版
グランデッド・セオリー・アプローチを採用することにした。この方法により、SCQRM
をメタ研究法とてベースにしながら修正版グランデッド・セオリー・アプローチのエ
ッセンスを活用し、少数事例に基づく質的研究を行っていくことができると考える。 
 
第六項 分析の手続き 
分析に使用するテクストは、3 社のインタビューデータを文字起こしすることによ
り作成した。テクストの作成後、分析ワークシート(図表 20参照)を使用しながら、テ
クストのコーティングを行った。そのコーティングの手順は下記の通りである。 
テクストのコーティングには、以下の手順を踏む。初めに、テクストの分析である。
テクストの分析は、本研究のテーマ、または本研究の関心を念頭に、テクストからヴ
ァリエーション(具体例)を抜き出すことである。その際、分析の中心となるのは、研
究者の視点による解釈である。ここが、オリジナル版グランデッド・セオリー・アプ
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ローチとは大きく異なる点である。オリジナル版グランデッド・セオリー・アプロー
チでは、この段階でテクストを細分化させる切片化を行うが、修正版グランデッド・
セオリー・アプローチではテクストの切片化は行わない。本研究ではテクストのコー
ティングに修正版グランデッド・セオリー・アプローチを採用しているため、テクス
トの切片化は行わず、研究者の視点による解釈によってテクストからヴァリエーショ
ン(具体例)を抜き出した。本研究では、研究の目的がリーダーシップ行動と数値管理
の関係性に対して仮説を構築することである。よって、これらの目的と関心に基づい
てテクストからヴァリエーション(具体例)の抜き出しを行った。 
続いて、抜き出したヴァリエーション(具体例)から概念を生成する作業である。こ
の概念の生成には、分析ワークシートを使用する。(図表 20参照) 分析ワークシート
には、概念名、定義、ヴァリエーション(具体例)、理論的メモの 4 つの項目がある。
そして、1 つの分析ワークシートに対して 1 つの概念となっている。実際の作業とし
ては、テクストから抜き出したヴァリエーション(具体例)を、分析ワークシートのヴ
ァリエーション(具体例)の欄に記入していくこととなる。このヴァリエーション(具体
例)の欄は、数社の類似した具体例がまとまることもあれば、1社の場合もある。本研
究の目的やテーマから重要と思われるものであれば、その数に関係無く分析ワークシ
ートに採用していった。そして、これらのヴァリエーション(具体例)から 1 つの概念
を生成する。ここで、本研究における具体的なコーティング例を挙げる。 
 
A 社 「(質問：物流部門が危機感を理解したのは？) 部門の収支って、ウチは全
部月次で取れるようになっていたんで、昔から、そこは見えるんですけど、それを積
み上げていった時に、これだけ掛かっているんですよ、というのをマネジャーに提示
して、マネジャーは、今度はそれを自分達の部下にアレンジしながら伝えていくとい
うところをした、というのも一つですね」 
 
Ｂ社 「数字を知ることの効果は？」危機意識を持たないと、変える時って危機感
は必要ですから、そういう意味での、いい悪いは別にして、世間がこんなに悪いんだ
けどうちはこんなにいいという時もあるし、それはみんなのがんばりだね、という時
もあるし、でも、部門で見たらその中でも自社便のところが悪いね、足引っ張ってる
ぞとか、そういうものが見えるわけですから、そうすると、ドライバー自体も考える
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というか、知恵を出すということをしてもらわないと、企業の経営はなりたって行か
ない。いかに従業員の知恵を出させるか、これはこういう数字を見せることが一番だ
と思います。」 
 
この 2 社のヴァリエーション(具体例)から「危機感の生まれ(現場)」という概念名
を生成した。定義の欄にはこの概念名を説明する文言を記入する。よって、この例で
は、定義に「現場で危機感が生まれた要因」とした。また理論メモの欄には、この作
業の時に気がついた点などを記入する。ここでは、「言葉だけで現場の危機感を喚起す
ることは可能か？」または「数字を共有することによって生まれた効果とも考えられ
る」などを記入していった。 
次に、概念からカテゴリーを生成する作業である。修正版グランデッド・セオリー・
アプローチにおける概念とは、分析の最小単位である。その最小単位である概念から、
それぞれの概念の関係性などを手がかりにカテゴリーとしてまとめられていく。本研
究では 18 の概念を生成したが、その中の 16 の概念から 7 つのカテゴリーへと分類し
た。カテゴリーの具体的な内容については、本節の第八項で述べる。 
最終的なコーティング作業のまとめとして、各概念や各カテゴリーを矢印などで関
係付け、理論化されたモデルを構築する。ここで重要なのが理論飽和の判断である。
本研究における理論的飽和は、本研究が SCQRM をメタ研究法として採用しているため、
SCQRM における目的相関理論的飽和の状態をその判断の基準とする。よって、本研究
の目的と、本研究によって理論化されたモデルが合致していることが重要となる。 
つづいて、実際の分析作業の詳細について説明する。 
 
  
66 
 
図表20：分析ワークシート 
概念名  
定 義  
ヴァリエーショ
ン 
 
理論的メモ 
 
(出所) 木下 康仁. (2003). グラウンデッド・セオリー・アプローチの実践: 質的研究への誘
い. 東京: 弘文堂. p.188. を参考に筆者が作成  
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第七項 分析結果 概念の生成 
本研究におけるテクストの分析から概念を生成するまでの詳細を明示する。 
最初の概念名は「危機感の生まれ(管理部門)」、定義名は「管理部門において危機感
が生まれる要因」、ヴァリエーション(具体例)は、「O 社：ここからここまでは、こっ
ちのセクションが管理する、ここからここまではこっちのセクションが管理するとい
う形になっていましたので、物流をもっと効率化していく上では問題があるな、と思
ったのがどちらかというと管理部門。実際に働いていた方達は、そこがベストなので、
部分最適がベストという状況なので」 筆者はこのヴァリエーションから、管理部は
通常客観的に他部署を見る立場にあるため、数値的な視点よりも全体的な視野から企
業内における全体最適の阻害している要因を見つけやすいと考えた。 
次に、概念名は「前向きな思考」、定義名は「環境の厳しさ自覚し、変革を実施する
ためのマインド」、ヴァリエーション(具体例)は、「H 社：変化が大きければ大きいほ
ど、我々にとってはチャンスなんですね。その変化の激しいところを、いかに対応し
ていくか。物流波動が強ければ強いほど、物流って難しくなります。その物流波動が
大きくて苦慮しているところに我々が一工夫、ふた工夫することによって、その物流
が円滑になるのであれば、そこがチャンスになるんですね」 筆者はこのヴァリエー
ションから、取巻く環境が厳しい時、そこから変革につなげるためのマインドセット
が必要になると考えた。それが、このような前向きな思考方法であり、何か行動を起
こす時の出発点になっていると考える。 
次に、概念名は「荷主との共通言語」、定義名は「数値管理を実施することにより、
荷主と共通の指数で意思疎通ができる」、ヴァリエーション(具体例)は、「H 社：基準
値を決めて、数字で捉えながらお客様と対話が出来る。そういう意味でいくと、お客
様にとっても安心出来るメリットがあると思います」 筆者はこのヴァリエーション
から、業務を数値化し管理するメリットは、社内だけではなく、社外へも影響を与え
ると考えた。これは、社外へのリーダーシップ行動の発揮という意味でも、リーダー
シップ行動に影響を与えるものであると考える。 
次に、概念名は「全体最適に向けた活動の促進」、定義名は「収支管理導入による全
体最適に向けた活動の促進効果」、ヴァリエーション(具体例)は、「（質問：収益と支出
のバランスと見て、利益まで考えてという形になるのですか？） O 社：個別の営業
マンは一生懸命取りにいくんですけどね、あまり粗利の低いモノは取ってくるなとか
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指示ができますし、ま、取ってきちゃったものに対して粗利が低いということは、売
価はもう、取ってききちゃったから上げられないので、じゃあ、経費の方をどうやっ
て下げていこうかという、次の活動に当然つながりますので」「（質問：収支を見てい
ないとそうはならないですね） O 社：そうはならないですね。とりあえず取ってき
たら納めて終わり、となっちゃうと、締めてみたら、「やばい」ということになります
ね」「O社：個人でノルマが行かなくても、売上がいかなくても、利益が出てれば、い
いじゃないかとか、っていうのは、一人の個々の人間に全部負担が掛かるわけではな
くて、やはり部門として見ていますので、そう意味からすると、業績は上げやすいの
かなと思います。ノルマ一本でいくと、一生懸命頑張っても粗利が低いような仕事を
どんどん取って来ちゃうと、締めてみると、利益が全然残っていないというような形
になってしまいますので、ノルマ一本ではなくて、当然営業マンはノルマを持ってい
るんですけど、ノルマプラス、部門の損益を見て… 意外とうちの会社は、個々の収
支を足していくと、会社の収支に近いんですね、そう意味からすると、個々の利益を
しっかり取っていけば、会社の収支が取れると思います」 筆者はこのヴァリエーシ
ョンから、部分最適を避け、全体最適に向かうための行動の指針として、収益の部門
別管理が有効であると考えた。 
次に、概念名は「過去の経験を活かす経営」、定義名は「過去の経験から、将来の予
測を基にその対処を事前に計画する」、ヴァリエーション(具体例)は、「O 社：数字を
明確に捉えていくと、世の中の動きって繰り返すんですね、会社の業績も良くなった
り悪くなったり繰り返すんですね、そうすると、何十年も取っている数字なので、悪
くなりそうな時って分かるんですね、例えば売上が落ちてきたとき、このままの派遣
さんの数だと、収支が悪くなるとか、在庫も、売り上げが伸びている時は在庫の量も
増やしていかないと、お客さんに届かないんですけど、売りが落ち始めた時に在庫の
量を落とさないことには、短期的に見ると、在庫を落とすということは、生産を止め
たりするので、効率は悪化するんですけど、でも、そこで止めておかないと、あと何
か月したときに、在庫で首が回らなくなったとかいうのが、数字ってずっと取ってお
くと、同じような傾向にくることがよくあるんですね、その時に、昔こういう時あっ
たな、というので対応を取ろうと、若干事前に分かるようになるんじゃあないかな」 
「O 社：数字って、持っていると、周りの人を説得するのにも使えますし、長く取
っていると、いろんな傾向が捉えられるので、いろんな予測等々に使えると思います」 
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筆者はこのヴァリエーションから、数値管理を続けることによる長期的な側面でのメ
リット感じた。 
次に、概念名は「問題把握のツール」、定義名は「現場の問題点を早期に発見するツ
ールとして数字管理を活用」、ヴァリエーション(具体例)は、「H 社：現行の数字を把
握する。どんな問題があるのかというのを数字的に捉える。数字を見れば、ある程度、
自分の所で何ができて何が出来ていないのか捉えることができますから、次のステッ
プの改善としては役に立てることができると思います」「H社：季節の温度だとか色ん
な物によって左右されますから、こればかりは、予定通りに行くかというと行かない
場合もありますね。それを毎日の視点で捉えていかなければいかない。それをどう、
毎日捉えながら修正をしていくのかというところが一番キーになるところですね」「H
社：出荷金額が下がるということは、物量が少ないということになりますから、その
物量に合わせた人間活用というところに変えていかないといけない。物量は少ない、
しかし、物量が多い時といつも人件費が一緒ですよ、これでは商売がなりたちません
から、そういう意味でも適正という所がつねに求められる」 筆者はこのヴァリエー
ションから、企業内で発生している問題の顕在化には、数値による管理が有効である
と考えた。 
次に、概念名は「危機感の生まれ(現場)」、定義名は「現場で危機感が生まれた要因」、
ヴァリエーション(具体例)は、「(質問：物流部門が危機感を理解したのは？) O社：
部門の収支って、ウチは全部月次で取れるようになっていたんで、昔から、そこは見
えるんですけど、それを積み上げていった時に、これだけ掛かっているんですよ、と
いうのをマネジャーに提示して、マネジャーは、今度はそれを自分達の部下にアレン
ジしながら伝えていくというところをした、というのも一つですね」「(質問：数字を
知ることの効果は？) C社：危機意識を持たないと、変える時って危機感は必要です
から、そういう意味での、いい悪いは別にして、世間がこんなに悪いんだけどうちは
こんなにいいという時もあるし、それはみんなのがんばりだね、という時もあるし、
でも、部門で見たらその中でも自社便のところが悪いね、足引っ張ってるぞとか、そ
ういうものが見えるわけですから、そうすると、ドライバー自体も考えるというか、
知恵を出すということをしてもらわないと、企業の経営はなりたって行かない。いか
に従業員の知恵を出させるか、これはこういう数字を見せることが一番だと思います」 
筆者はこのヴァリエーションから、数値的な管理を現場と共有することによって、現
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場での変化が芽生え始めると考えた。この現場での変化の兆しは、現場でのスタッフ
の自発的な行動を喚起する可能性があると考える。 
次に、概念名は「経営への参加意識」、定義名は「数字を持つことによる、経営への
参加意識の高まり」、ヴァリエーション(具体例)は、「H 社：数字に触れられるという
ことは、自分がそこの運営、経営に関わっていると強く意識される」 筆者はこのヴ
ァリエーションから、従業員の経営への参加意識が高まると感じた。そこから、企業
への帰属意識の高まりなどが起こる可能性が高いと考えられる。 
次に、概念名は「結果を得る喜び」、定義名は「アイデアの実行に対して数値で客観
性のある結果を得る喜び」、ヴァリエーション(具体例)は、「H 社：結果を数字で捉え
ることによって、自分達が出来た、できなかった、勝った、負けた、といことが分か
りますので、そう意味で行くと、見れば分かる、というのは大きいと思います」 筆
者はこのヴァリエーションから、従業員が短期的な成功を体験するうえで、数値によ
る指標が結果を明確化することの重要性を感じた。数値による指標は、客観性や説得
性が備わっているため、自分自身の行動に対する評価が容易になるのではないかと考
えた。また、変革型リーダーシップにおいて、組織内の変革の成功要因のひとつに、
短期的な成功体験がある。この要件にも合致すると考える。 
次に、概念名は「数値が持つ客観性」、定義名は「数値が持つ客観性とそれに伴う説
得力の発生」、ヴァリエーション(具体例)は、「H 社：私の考えだけとか、私の想像だ
けとか、私の思ったことだけを伝えていってもあまり説得材料にはならないですね。
そこで、理論として役に立っていくのが数値なんですね。数字は嘘つきませんから、
基本的に出た数字というのを全部公開することによって、説得力というものが付くん
ですね。それにもう一つ大事なことというのは、やはり今日、上げた売上からどんな
お金の使い方として、どれだけ残りましたということを全員に把握させるということ
が一番大事で、それをベースに話をしていきますから、説得としてはそんなに難しい
内容ではないです」 筆者はこのヴァリエーションから、変革型リーダーシップで必
要とされるコミュニケーション、これを支えるものであると感じた。部下と上司とい
った縦のネットワークだけではなく、組織内における横のネットワークでのコミュニ
ケーションにおいても、数値が持つ客観性や説得性は有効であると考える。 
次に、概念名は「情報の共有」、定義名は「管理職と現場による情報の共有」、ヴァ
リエーション(具体例)は、「H社：適正なコストは常に求めていく必要性がる。それは、
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管理職だけが把握していても、一般従業員まで落ちていなければ、みんなの意識は変
わらないですね。そういう意味では共有する部分という形になりますね」「C社：基本
的に企業の月次の数字というのは、少なくとも毎月一回会議をやるわけですけど、そ
こで全てオープンにしていますし、ドライバーが集まる会議でもその数字を出してい
ます。部門別に、自社便の部門単位とかね」 筆者はこのヴァリエーションから、数
値的な情報の共有によって、リーダーシップ行動の動機付けやコミュニケーションな
どに大きな影響を与えると考えた。 
次に、概念名は「内向きな思考」、定義名は「業務が一つの場所で完結する時におき
る一般的思考」、ヴァリエーション(具体例)は、「O 社：特に物流の方は外にあまり積
極的に出ていかない志向の方が多いので、中間層のぐらいでもほとんど外に出て行か
ない。課長クラスになると、自分で出ようと思わなければ、出ないで済んでしまう場
合が多々ある」 筆者はこのヴァリエーションから、ひとつの部署で業務が完結する
場合に発生しやすい思考であると感じた。このような状況下では、視野を広げるアク
ションが必要になると考える。 
次に、概念名は「部分最適に向かった活動」、定義名は「収支管理を使わないことに
よる弊害」、ヴァリエーション(具体例)は、「H 社：数字が苦手な人というのは、数値
で捉えることができませんから、精神力だけでいくようになる」「O社：ノルマ一本で
いくと、一生懸命頑張っても粗利が低いような仕事をどんどん取って来ちゃうと、締
めてみると、利益が全然残っていないというような形になってしますので」 筆者は
このヴァリエーションから、部分最適に特化した行動であると判断した。全社的な判
断基準が明確化されていない状況下での行動は、部分最適に向かいやすいと考えられ
る。 
次に、概念名は「双方向のコミュニケーション」、定義名は「相手の理解を得るため
のコミュニケーション手法」、ヴァリエーション(具体例)は、「H 社：しっかり、聞く
耳を持たずして、ただ文句だけを言ってたりとか、ただこれをやれと押し付けるだけ
では、やはり人間ですから、そう簡単には動かないですよ。なぜやらなければならな
いのか、どうしたら良いのか、いま何をすべきなのかをきちっと伝えてあげるという
ことが大事。それと、色々な思いがありますから、それを聞いて上げるというのも大
事。それがやはり最大のコミュニケーションだと思います」「（質問：成功の要因とは？）
O 社：成功するにしても失敗するにしても、メンバーの理解は絶対に必要だと思いま
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す。カリスマ的なリーダーはいると思いますのが、メンバーが賛同しないとグイグイ
行けないと思いますね、単独だけで終わっちゃうと思うんですよね。グイグイ引っ張
っていきながら、みんな賛同して、同じ方向に向いてついて行ってると思うんです」 
筆者はこのヴァリエーションから、リーダーとしてコミュニケーションを行う際の基
本要件として「双方向」というキーワードを感じた。 
次に、概念名は「雇用の安定」、定義名は「雇用の安定が生み出す安心感、そしてそ
の安心感が生み出す信頼」、ヴァリエーション(具体例)は、「O 社：業績が悪いからリ
ストラをするだとかということが、まず絶対にしない会社なんです。とういうことも
あるので、小会社全部共通ですから、関連会社全部共通ですから、安心して行けたっ
ていうのがあると思います。例えば、リストラだとか、希望退職を募るとから、そう
いうのは一切ないです。子会社に行ったって、その先リストラが待っているみたいな
ことが無いよ、なんて言わなくても、まず無いなというのがありますからね、ちゃん
と働いてさえいれば、子会社行ったからって待遇が変わるわけじゃないというのがあ
りますから」「C社：革新的な物づくりが出来たというのは、勤勉さというか、まじめ
に物づくりする、まじめに捉えていくというのがひとつあるんですけれども、これ言
われたから反発するよ、という社風はあまりないんですよね」 筆者はこのヴァリエ
ーションから、変化による拒絶感、不安感などを安心感に変える要件を感じた。その
企業が持つ文化的な側面は非常に大きいのではないかと考える。 
次に、概念名は「従業員への配慮」、定義名は「柔軟な選択肢を持たせるなどの従業
員への配慮」、ヴァリエーション(具体例)は、「（質問：従業員の出向に対する心配をど
う解消したか？） O 社：当初は、期限を決めてやろうと、とういう形と、待遇面は
まず変わらない、というところの 2 つですね。どちらかというと期限の方が納得して
くれたというところがあります。どうしても嫌な方は、残すという選択肢は当然あり
ました」 筆者はこのヴァリエーションから、一方的な条件提示より、従業員の心の
余裕を生む選択肢があることによって、より従業員の理解を得やすいと感じた。 
次に、概念名は「リーダーシップから生まれる企業文化」、定義名は「リーダーの行
動から生まれる企業文化」、ヴァリエーション(具体例)は、「（質問：従業員の出向に対
する心配をどう解消したか？） C 社：創業者は開発に力を入れてきましたので、や
はり開発ということは、アイデアが浮かぶと工場に出向いて行って、ある程度試作を
作る、ということですね。周りの従業員に指示をしながら、議論しながらやると、そ
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ういう歴史があるわけですね。まっ、変な話し、今日言って、作って夜中持ってこい、
とかね。極論いいますと。そういう熱心さもありますし、執念というのかこだわりも
ありますからね」 筆者はこのヴァリエーションから、創業者のリーダーシップスタ
イルの一例だと感じた。このリーダーシップスタイルは、その後の C 社の企業文化に
影響を与えていくことになるので、この創業者の行動パターンを表した一例は大きな
参考になると考えた。 
次に、概念名は「人事評価に対する多様性」、定義名は「収支に対する評価だけでは
なく、他の数量的、または定量的な評価を持つ」、ヴァリエーション(具体例)は、「H
社：数字がただ悪かったから、責めるということはしないです。基本的になにが大事
かというと、いいわけではなくて、何が悪かったんだ、何が良かったんだというとこ
ろを、明確にしてくれればいい。その悪かったところを、改善するには、誰がいつま
でにどうするんだということがはっきりしていればいい。大切なことは、改善するポ
イントが見つけられるかどうかです」「H社：ただ数字だけをドラスティックに見てい
くと、実作業は見えてきませんから。良かったのか悪かったのかいっさい見えません
から。その中で、数字が悪いからこんなのダメだ、という話をしてしまったら、何も
生まれるものも無いです。悪かったら、悪かった理由をしっかりしなければ判断をし
ない」 筆者はこのヴァリエーションから、多様性のある人事評価が従業員の動機付
けになる可能性を感じ取った。仮に、収支だけで人事評価を行うシステムを採用した
場合、セクショナリズム、部分最適への志向、そして収支の悪い部署への異動の拒否
など、組織をプロフィットセンター化した場合に想定される負の側面が強く現れるこ
とが推測される。しかし人事評価を多様化させることにより、収支という結果だけで
はなく、それを改善するプロセスにも評価の対象を広げることができる可能性がある
ため、それが従業員のモチベーションを高める役割となることが予想できる。 
次に、概念名は「トップの推進力」、定義名は「組織を変革へ導くための推進力」、
ヴァリエーション(具体例)は、「C社：オーナー企業であり、オーナーが意思の強さを
持っていた、ということがありますよね。それがないと、いち担当部門でそれを推進
しても、たぶん達成出来ない。考え方を変えなきゃいけないですよ、ということです
ね、生産方式にしてもね。ですから、トップと推進部門が一体になってないと推進出
来ない」「H社：価値観の統一というのは、みんな考え方が違うなかで、ぴったりはま
っていくことは無いと思います。ただ同じ方向を向いていこうよ、ということだけは
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できると思うんですね。その意思の疎通というものが、きちっと出来た時点で、ひと
つの価値観になっていると。そういう意味で考えますと、同じ方向を向いているかと
いうことを常に意識しています」 筆者はこのヴァリエーションから、リーダーが組
織の変革を行う際、リーダー自身がその推進力になる重要性を感じた。このことは、
従業員の行動に大きな影響を与えると考えられる。 
次に、概念名は「部門別数値の重要性」、定義名は「問題発見をより容易に、そして
より客観的にするための管理方法」、ヴァリエーション(具体例)は、「O 社：物流費と
いう一塊だけで見ちゃうと、何で構成されているというのがわからないので、全体で
見るのはみるんですけど、例えば、工場の倉庫も、中間倉庫も、末端の倉庫もそうで
すけど、ここで作業の費用がどれ位掛かっているのか、とか、スペースの費用がどれ
ぐらい掛かっているか、それと移動させる費用はどれぐらい掛かっているのか、とい
う切り方での見方はしていますね」 筆者はこのヴァリエーションから、現場で発生
している問題の本質を理解するためにも、部門別に数値で把握することは重要である
と考えた。現場で問題が発生した場合、各部門が数値で把握されていなければ、本質
的な問題解決は経験や勘が頼りとなり、リーダーシップ行動に影響を与えると考える。
これは、それぞれのリーダーによって問題解決の質が変化することを意味している。 
次に、概念名は「全体最適の重要性」、定義名は「責任者が目指す組織内における最
終的な目標」、ヴァリエーション(具体例)は、「O 社：個々の部門の効率を、個々の部
門に見させるためには、部門の収支だとかは必要ですけれども、メーカーって、物流
センター毎にどんなに効率が良くても、作ったモノをいかに良い状態でお客様に届け
て初めて商品になるわけなので、やはり全体を見るというのが大きいですね」 筆者
はこのヴァリエーションから、部署の責任者であっても、その行動は組織内の全体最
適を目指すものでなければならないと感じた。自分が担当している部署だけの部分最
適を目指すと、いずれ組織全体に歪みを生む可能性が高い。なぜならば、特定の部署
が 1 つ改善しても、それによって他の部署が 2 つマイナスになるのであれば、差し引
きマイナス 1となるからである。 
 
第八項 分析結果 カテゴリーの生成 
本研究では、上記の内容で生成した概念の内、16の概念を使用して 7つのカテゴリ
ーを生成した。下記にその内容を示す。なお、それぞれのカテゴリーは、その特性の
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違いから「数値管理」と「企業文化」の 2つのグループに分けられている。 
はじめに、数値管理のグループに属するカテゴリーを説明する。このグループには、
カテゴリー「組織への影響」「実務に浸透させる要因」「従業員への影響」の 3 つを生
成した。それぞれのカテゴリーについて述べていく。数値管理に関するカテゴリーを
生成する際、はじめに 7つの概念「荷主との共通言語」「全体最適に向けた活動の促進」
「過去の経験を活かす経営」「問題把握のツール」「経営への参加意識」「結果を得る喜
び」「危機感の生まれ(現場)」を選択した。なぜなら、この 7つには一定の共通性があ
ると考えたからである。その共通性とは、数値管理が与えるプラスの影響である。し
かし筆者は、インタビューを通じて、管理部署と現場の 2 つの部署は、一定の距離が
あるように感じていた。よってこの 7つの概念は、4つの概念「荷主との共通言語」「全
体最適に向けた活動の促進」「過去の経験を活かす経営」「問題把握のツール」からカ
テゴリー「組織への影響」を生成し、3つの概念「経営への参加意識」「結果を得る喜
び」「危機感の生まれ(現場)」からカテゴリー「従業員への影響」を生成した。 
次に、カテゴリー「組織への影響」と「従業員への影響」をつなげる概念として「人
事評価の多様性」「情報の共有」を選び、その 2つをカテゴリー「実務に浸透させる要
因」とした。 
そして概念「数値が持つ客観性」は、それ自体を単体のカテゴリーとして生成した。 
最後に、企業文化についてである。変革時、従業員が不安を感じる中、従業員が変
革を受け入れる要因として 3つの概念を選んだ。それは、「双方向のコニュニケーショ
ン」「雇用の安定」「従業員目線での対応」である。これらを 1 つのカテゴリー「企業
文化による信頼」としてまとめた。そして、概念「トップの推進力」と「リーダーの
行動から生まれる企業文化」をそれぞれ単体のカテゴリーとした。 
 
第九項 分析結果 モデルの生成 
本研究によって生成されたモデルについて説明する。(図表 21、図表 22参照)  
はじめに、グループ「数値管理」に属しているカテゴリ 「ー組織への影響」である。
このカテゴリーでは、数値管理を実践したことによる組織への影響を表している。こ
の分析から、組織が数値管理を採用したことによるプラスの影響は、4 つの関係性で
見ることができる。1つは外部関係者との関係、2つ目は過去から未来へ向けての時間
的な関係、3 つ目は組織内の横断的な関係、そして 4 つ目は管理層から現場への縦の
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関係である。しかし、ここで注意しておかなければならないことは、数値管理が及ぼ
す影響の範囲である。この分析の結果では、数値管理の導入による影響は、はじめに
組織の管理層へ限定的に始まることを示している。よって、数値管理を現場、または
従業員レベルまで影響させるには、それを浸透させる他の要因が必要となっている。
それがカテゴリー「実務へ浸透させる要因」である。 
本研究の分析結果では、数値管理がもたらす影響を組織から現場や従業員へと広げ
るためには、2つの概念「人事評価の多様性」「情報の共有」によって構成されるカテ
ゴリー「実務へ浸透させる要因」を経ていることが示されている。例えば、数値管理
の影響を現場や従業員へと広げるためには、数値による情報を現場や従業員と共有す
ることが求められる。これは、一見すると単純なようにも見えるが、管理層によるア
クションがなければ、自然発生的に情報が共有されることはないといえる。よって、
定時ミーティングなどでの共有、または人事評価での活用など、共有するための具体
的なアクションが必要となる。また、現場や従業員から見た数値管理には、負の側面
をもっていることも否定できない。例を挙げると、目標の達成に対する上司からのプ
レッシャー、利益のみで評価されるなどの単一的な人事評価、所属する部署のみの利
益を追求した部分最適化への行動などである。それら負の側面をプラスの影響へと変
換させるためには、多様な人事評価システムを持つことが有効となっている。単に利
益のみで人事評価を行うのではなく、問題を解決するプロセスにも評価の対象を広げ
ることや、自部署だけではなく、他部署との全体最適の中での評価など、評価制度を
多様化させることによって現場や従業員の関心を望ましい方向へ変えることができる
と考えられる。 
カテゴリー「実務へ浸透させる要因」を経た数値管理の影響は、カテゴリー「従業
員への影響」で示されているように現場や従業員にプラスの作用をもたらしているこ
とが示されている。概念「経営への参加意識」では、従業員の組織内における当事者
意識の芽生えが示されている。これは、上司が経営的な数字を開示することにより、
上層部と現場との精神的な距離が縮まっていると考えられる。つぎに「結果を得る喜
び」では、従業員が直接的な結果を手にすることによるモチベーションの高まりが示
されている。ただ漠然と業務をこなすのではなく、行動が結果となってフィードバッ
クされる環境であれば、従業員のモチベーションが喚起されるのではないかと考える。
そして「危機感の生まれ(現場)」では、現状を理解することによって生まれる現状に
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対する危機感が示されている。客観性のある数字により、現実に起きていることを直
視することができれば、従業員の自尊心に訴える効果があるのではないかと考える。
このカテゴリー「従業員への影響」は、従業員の行動を後押しする効果があると解釈
できるため、このカテゴリー「従業員への影響」から従業員への動機付けが発生する
道筋を示した。また、数字には客観性を持つという特性がある。例えば、概念「危機
感の生まれ(現場)」では、上司が言葉だけで組織の危機感を訴えても、それが現場、
または従業員の危機感に直接的につながるか疑問が持たれるところである。数字とい
う客観性のある現実を目の前にすることにより、あらためて気持ちの中に危機感が芽
生え、上司の訴える言葉に真実味が増してくると考えられる。よって、カテゴリ 「ー従
業員への影響」がカテゴリー「数値が持つ客観性」を経ることにより、従業員の共感
という道筋ができると解釈した。 
以上のことから、本研究によって「リーダーシップと数値管理の関係性モデル」(図
表 21)が生成された。 
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図表21：本研究によるモデル –リーダーシップと数値管理における関係性モデル− 
数値が持つ客観性 
従業員への動機付け 
リーダーシップ行動 
従業員の共感 
人事評価の多様性 
実務へ浸透させる要因 
情報の共有 
危機感の生まれ(管理) 全体最適に向けた活動の促進 
荷主との共通言語 
組織への影響 
過去の経験を活かす経営 
問題把握のツール 
経営への参加意識 
従業員への影響 
危機感の生まれ(現場) 
結果を得る喜び 
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次に、グループ「組織文化」である。グループ「企業文化」では、組織が変革され
る時に生じる従業員の不安に対して、それを動機付けや説得に変える流れを示してい
る。一般的に、組織の変革に対して全ての人が賛同するわけではない。むしろ、拒否
感の方が強い可能性がある。今まで行ってきた継続性のある行動を、ある時点を堺に
リセットしなければならないため、不安感などを感じることは同然の反応といえるか
もしれない。このグループでは、変革に直面した従業員が抱える不安感などが、経営
陣との関係性に基づいて変化する様子が示されている。はじめに、カテゴリー「企業
文化による信頼」を説明する。ここでは、従業員の不安感を和らげるものとして、企
業文化に根付いた上司の行動が大きな役割を担っていることが示されている。概念「双
方向のコミュニケーション」では、経営者と従業員が双方向で交流できる場が設けら
れているなど、意思疎通による信頼関係が示されている。次に概念「雇用の安定」で
は、変革時につきまとう雇用の不安に対して、企業がこれまで行動してきた雇用に対
する姿勢が従業員の安心感につながっている。そして概念「従業員目線での対応」で
は、柔軟性のある対応が従業員への理解へとつながっている。このカテゴリー「企業
文化による信頼」は、従業員に安心感を与えることしか示されていない。安心感を得
た従業員は変革による抵抗感が薄らいでいることが推測されるため、そこから変革へ
の行動へと結びつけるものが必要となる。それがカテゴリー「トップの推進力」であ
る。トップ自ら行動することによって、従業員の動機付けや従業員の共感へと導かれ
る道筋が示されている。最後に、企業文化を形成するものとして、カテゴリー「リー
ダーの行動から生まれる企業文化」が示されている。企業文化を形成する 1 つの要因
として示されたのが、創業者などによるトップの行動であった。強烈な個性を放つト
ップの行動は、組織的な価値観、行動規範、規律などを形成していくものと考えられ
る。そして、そこから生み出された企業文化は、経営陣や管理者などの行動の裏付け
として機能していることが示されている。 
以上のことから、本研究によって「リーダーシップと企業文化の関係性モデル」(図
表 22)が生成された。 
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図表22：本研究によるモデル –リーダーシップと企業文化における関係性モデル− 
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第５章 先行研究及び事例研究からの考察 
 
第一節 構造的変化に対応するリーダーシップの必要性 
第 2章、第一節から、物流業界の構造的な問題として以下のことが分かった。 
物流・運輸業界は、他の産業の構造的な変化や IT技術などの進歩から強く影響を受
ける産業構造を持っていると言える。よって、物流・運輸企業は、業界内の変化を捉
えるだけでは不十分である。他の産業で起きている構造的な変化の兆候を迅速に捉え
ていかなければ、物流・運輸業界における利益構造はすぐに陳腐化する恐れがある。 
そこで、物流・運輸業界がこの様な他の産業の構造的変化に素早く対応できている
のか考えてみると、疑問に思うところである。第 2 章、第二節で述べた収益性の低さ
から見ても、業界全体が十分に対応できているとはいえない。そこで本章は、この問
題について変革型リーダーシップの側面から考えてみたい。 
産業構造が大きく変化した 1980 年代以降、物流業務はリードタイムの短縮、欠品
率・破損率の撲滅、定時配送、低コスト化への要望、高度なマテリアルハンドリング
の導入など、非常に高いレベルの物流サービスが求められている。そのため、物流業
務の多くは年々複雑化してきている。Kotter(2012)は「複雑な状況にうまく対処する
のが、マネジメントの役割」と定義している。複雑化した物流業と、コッターによる
マネジメントの定義、この 2 つから考えられることは、物流・運輸企業が、複雑化し
た物流業務に対応するため、組織内におけるマネジメントの要素を大きくしていった
可能性が高いということである。よって筆者は、この複雑化した業務への集中が、変
革に弱い組織体制になってのではないかと考える。 
たしかに、日々や週次、または月次単位で考えた短いスパンにおける組織運営は、
複雑化している業務に対応すべくマネジメントの割合を強くした組織に合理性がある
と思われる。しかし、このような組織体制を長期的に続けていくことは、物流業界に
とってプラスになることばかりではない。なぜなら、物流を取巻く環境を見てみると、
第 2 章、第一項で述べたようにその構造的な変化はダイナミックに起きているからで
ある。よって、短期的な業務への対応と同時に、長期的な視野からその構造的変化に
対応すべく行動する必要がある。物流・運輸業界が長期的な構造変化への対応を荷主
に依存している場合、荷主との従属的な関係を自ら生み出している可能があるといえ
る。 
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そこで、物流・運輸業界が複雑化した業務へ対応しつつ、外部環境の変化をいち早
く捉え、それを変革へつなげていく方法について考えてみたい。Kotter(2012)は、「リ
ーダーシップの役割は、変化に対処すること」と定義している。この変革型リーダー
シップの側面から考えると、物流・運輸業界が外部環境の変化に素早く対応するには、
組織内に変革型リーダーシップの割合を拡大していくことが求められる。よって、複
雑化した物流業務に対応するマネジメント機能と、外部環境の変化に対応するリーダ
ーシップ機能を組織内でバランスを取ることが重要となる。このことについて伊丹
(2002)は、組織論の観点から「不確実性が高まり、例外処理のためにヒエラルキーが
パンクし始めると、組織全体が意思決定のグレシャムの法則1にはまり込んでしまう。
これを組織的に解決する手段として、長期的なことをや革新的なことを専門に考える
組織ユニットがつくられる」(伊丹 敬之 2002, 講座 3, 沼上 幹, p.185.)と指摘し、
その上で事業部制の有効性を述べている。その有効性の本質とは、「日常業務の処理と
戦略的な課題とをそれぞれの事業部と本社に分割する点にある。日常的に生じる問題
の解決をすべて事業部に委ねることで、逆にトップマネジメントは日常的な業務に忙
殺されることなく長期的な展望を描き、長期的な戦略を練り、新たな課題を探索する
ことができるようになるのである」(伊丹 敬之 2002, 講座 3, 沼上 幹, p.186.)と述
べている。これを物流・運輸企業における組織運営で考えて見ると、物流センターな
ど物流業務の前線にある部署は、上記の事業制組織として位置付け、日常業務の処理
に当たる。ここでは、必然的にマネジメントの要素が強くなる。そして本社など戦略
的な業務を遂行する部署では、長期的な戦略の作成や実行などに集中することとなる。
ここでは、リーダーシップの要素が強くなると考えられる。最も避けるべき状況は、
本社などの戦略的な業務を遂行する部署が、物流業務を行う前線部署の管理・監督に
集中することである。これでは、全社的にマネジメントの割合が強い組織となり、外
部環境の変化に対応できなくなる可能性が高くなると思われる。 
 
 
                                                   
1意思決定のグレシャムの法則 
経営者や管理者はプログラムに従った日常反復的な仕事と、創造的でイノベーティブな仕事を同時に担
当した場合、前者の仕事に忙殺されて、後者を後回しにする傾向があるというもの 
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第二節 コスト競争の激しい時代における数値管理 
第一項 物流業と製造業における原価計算の位置付けの違い 
第 2 章、第二項では、物流・運輸業界における収益性の低さについて述べた。本章
では、この収益性の低さを改善するべく、管理会計の側面からその解決策の一端を考
えてみたい。 
初めに、第 3 章、第二節、第一項の原価計算の定義を基に、製造業と物流業におけ
る原価計算の位置付けの違いについて考えてみたい。 
製造業では、製造原価報告書という形で、原価計算の結果を財務諸表に表記してい
る。そのことから、製造業における原価計算は原価計算制度と位置付けられており、
その使用目的は財務会計目的であるということができる。 
一方物流業では、生産などをしていない限り、製品原価報告書を作成することはな
い。以前、1951年施行の道路運送法では、運賃の許可制と共にその根拠となる原価計
算書の添付が義務付けられていた。しかしその実態について水谷(2003)は、「規制緩和
前から認可運賃はほとんど形骸化しており、1990 年の規制緩和では現状を追認するよ
うな形で認可制から事前届出制へと緩和された」(水谷 2003, p.29.)とその規制緩和
の流れを述べている。さらに、2003 年度における物流 2 法(貨物自動車運送事業法・
貨物運送取扱事業法)が改定されてからは、運賃届出時における原価計算書の添付が廃
止された。(図表 23 参照) 
 
図表23：運輸事業における規制緩和の流れ(運賃) 
1990年 
運賃を認可制から事前届出制へ 
1993年 
運賃届出時の原価計算書添付不要範囲を設定・拡大 
2003年 
運賃を事後届出制へ(30日以内) 
運賃届出時の原価計算書添付廃止 
 
（出所）水谷, 淳. (2003). 運輸事業の規制緩和と経済厚生--道路貨物輸送事業を対象として. 
運輸政策研究, 6(2), 28-35. ,p.29. を参考に筆者が作成  
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よって、物流業における原価計算実施の法的な拘束力は、事実上無いと言える。 
上記の内容を踏まえると、物流業における原価計算は特殊原価調査としての位置付
けであり、管理会計目的での使用ということができる。製造業と物流業における原価
計算の位置付けの違いから、以下のことがいえる。 
財務会計目的における原価計算は、その実施に強制力が生じる。一方、管理会計目
的で実施される原価計算は、その実施は任意となる。よって、物流業における原価計
算が管理会計目的である以上、その実施に強制力が働かず、全ての物流企業が原価計
算への取り組みを実施しているとは言い難い。もし、製造業で行われているような厳
密な原価計算が物流業界で実施されていなければ、物流原価の正確な把握は難しいも
のとなり、物流コストの管理も大雑把なものになると考えられる。実際、トラック事
業者における原価計算の実施状況を調べた全日本トラック協会(2013)の調査では、「常
に運送原価の計算を実施している」「原則として運送原価の計算を実施して いる」(全
日本トラック協会 2013, p.40.)と回答した事業者の合計は、全体の 3割強でしかない。
(図表 24参照) 
以上のことから、シビアに物流コストの管理を実施するには、物流業界でも原価計
算を強力に推進する原動力を持った管理会計の仕組みが必要になると考えられる。 
 
図表24：運送業における原価計算の実施状況 
常に運送原価の計算を実施している  14.3% 
原則として運送原価の計算を実施している 18% 
必要に応じ運送原価の計算を実施している 37.8% 
あまり実施していない 21.6% 
全く実施していない 8.3% 
 
（出所）国土交通省自動車局貨物課. (2013). トラック輸送の実態に関する調査 調査報告書. 
p.38. を参考に筆者が作成  
http://www.mlit.go.jp/common/000167956.pdf 
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第二項 物流センターにおける ABCの適用 
物流企業が原価計算を実施する際、現在の業務を取巻く環境からその方法を検討す
ることが望ましいと思われる。現代における物流業務を取巻く環境は、第 2 章、第一
項でも述べた様に、大量流通から多品種少量配送へと変化していった。このことは、
製造業における変化と似ていると思われる。よって、物流業務における製造間接費に
相当する部分も増加していると類推される。そのため、現代の物流では伝統的な原価
計算の特徴である操業度による配賦基準より、活動を基準とした ABC による原価計算
の方がより正確な原価を把握できる可能性が高いといえる。また西沢(2003)は、「物流
ABC では、輸送や保管等の物流機能(PDfunction)をいくつかの活動に細分し、各活動
に要する物流コストを原価作用因によって各製品に割り当てる方式がとられる。この
ため、物流の環境や条件に即応した真の物流コストや物流実態が判明するようになる」
(西沢 脩 2003, p.26.)と指摘している。よって、物流の原価計算には、ABCがより適
していると考える。次に、この ABCによる原価計算を経営に活かす方法を考えたい。 
 
第三項 物流センターにおける業績評価の方法 
部門を業績評価する場合、第 3 章、第二節、第二項で述べた管理会計における責任
範囲が重要となる。例えば物流センターなどに代表される物流部門では、一般的に第
2 章、第二節、第二項で述べた原価(費用)センターと位置付け、発生したコストとそ
の予算との対比によって業績評価が行われていると思われる。物流センターでは製品
を販売している訳ではないため、売上が存在しない。よって、経費の管理に集中する
利点も分かる。しかし、現代の物流では常に一定の荷量が約束されているわけではな
い。外部環境が激しく変化する現代においては、荷量も大きく変動することが考えら
れる。よって、物流センターを、原価(費用)センターとして位置付け、そのコストを
管理するだけでは、物流センターの効率性を測定する上においても不十分である可能
性が高い。そもそも組織の効率性とは「できるだけ少ない資源で、達成されるべき成
果に到達すること」(慶応義塾大学ビジネス・スクール 2005, p.28.）である。よって、
出荷金額に対して常に最小のコストで物流センターの運営ができていなければ、効率
性の良い組織とはいえない。そのことから、物流センターの業績評価には、出荷金額
を軸にした業績評価が必要となる。そこで、物流センターを第 3 章、第二節、第二項
で述べた利益センターと位置付け、売上からコストを引いた利益で評価するようにす
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れば、その効率性を測る尺度を持つことが可能となる。問題は、利益センターで必要
となる売上の計上をどうするか、また、物流センターにおける出荷金額をどう扱うか
である。それについては、本節、第六項で述べる。 
 
第四項 物流センターにおける事業制損益計算書の応用 
物流センターを利益センターと位置付けた場合、第 3 章、第二節、第九項で述べた
業績評価における組織単位を考える必要がある。本来、物流センターは職能別組織で
あるといえる。しかし本研究では、物流センターを利益センターと位置付け、その業
績評価を経営の仕組みに取り込むことを目指している。よって、物流センター長はそ
の利益に責任を持つ必要がある。なぜなら、もしその利益に対して責任を持たないの
であれば、それは費用(原価)センターと何ら変わらないことになるからである。 
これらのことを踏まえた上で勘案すると、物流センターを利益センターと位置付け、
その利益責任まで考えるであれば、業績評価における事業部制組織の損益計算書を使
用することが、最も適していると考える。よって本研究では、物流センターの業績評
価に事業部制による損益計算書を採用する。(図表 25参照) 
 
図表25：事業部制における損益計算書とその評価 
項目 評価対象 
A 売上  
B 変動費  
C 限界利益 (A-B) 現場業績 
D 管理可能費  
E 管理可能利益 (C-D) 事業部長業績 
F 部門固有管理不能費  
G 貢献利益 (E-F) 事業部業績 
H 共通本社費  
I 純利益 (G-H) 全社業績 
（出所）西山 茂. (2009). 戦略管理会計 (改訂 2版 ed.). 東京: ダイヤモンド社. p.216. を参考に筆
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者が作成  
 
 
第五項 物流センターにおける損益計算書の作成 
物流センターを利益センターと位置付け、その業績評価に事業部制組織における損
益計算書を応用する手順について述べていく。なお、この章における損益計算書の作
成、また、それにともなう各計算は、月次単位で行うものとする。 
 
第六項 損益計算書の作成手順 売上 
物流センターを利益センターと位置付け、その利益管理を行うのであれば、損益計
算書上の売上欄に売上を計上しなければならい。しかし、物流センターには売上とい
う概念がない。そこで、擬似的に物流センターで売上を発生させる必要がある。通常、
物流センターからの出荷金額は、営業部門の収益となっていることが多いと思われる。
そこで、物流センターに擬似的な売上を計上する場合は、第 3 章、第二節、第三項で
述べた社内振替価格を活用し、物流センターと営業部署間で振替処理を行うことがも
っとも現実的であると考える。物流センターは、出荷金額を基礎に算出した社内振替
価格を、物流費として営業部署から受け取るのである。これであれば、第 3 章、第二
節、第四項で述べた物流センターにおける売上計上の問題と、出荷金額の扱いに対す
る問題が解決する。次に、この社内振替価格の設定方法について考える。 
出荷金額を基礎として社内振替価格を設定する場合、第 3 章、第二節、第三項で述
べた原価基準、特に原価プラス基準の概念をもとにすることが望ましいと考える。そ
こで、物流センター内で発生する標準的な物流原価を算出する必要がある。この物流
標準原価の算出方法には、上記で述べた理由により ABC を使用する。ABC を使用する
ことにより、西沢(2003)は、「ABCにより物流コストの実態が明示されれば、そのうち
顧客に不必要な非付加価値活動を探知することが可能となる。このような活動を発見
し除去すれば、物流コストを大幅に削減することができる」(西沢 脩 2003, p.26.)
と述べている。そのことから、ABC による物流標準原価を社内振替価格として使用す
ることによって、物流原価の明確化、原価検証の容易さなどのメリットが期待できる。
また、そこから、部署間や経営部門とのコンセンサスが取りやすくなるというメリッ
トも期待できる。 
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次に、毎月の社内振替価格の計算方法について考える。ABC によって明らかになっ
た物流標準原価は、そのまま社内振替価格に使用することはできない。この物流標準
原価は、いうなれば標準的な出荷金額時に発生するであろう標準的な物流原価という
ことになる。それを機械的に営業部署から物流センターへ社内振替価格として振り替
えても意味が無い。なぜなら、社内振替価格が出荷金額の変動と連動していなければ、
物流センターの効率性を見ることができないからである。出荷金額が減少すれば、物
流センターと営業部署間で発生する社内振替価格も同じように減少するようにしなけ
ればならない。よって、標準的な出荷金額から標準的な物流原価を算出し、その割合
を計算する。これが標準物流原価率である。そして、この標準物流原価率を実際に発
生する出荷金額に掛けて、社内振替価格を算出するのである。この計算式は以下のよ
うになる。 
 
社内振替価格 =  
  実際の出荷金額 × (標準物流原価 / 標準出荷金額 × 100) 
 
この式における(標準物流原価 / 標準出荷金額 × 100)は、標準物流原価率という
ことがができる。よって社内振替価格は、毎月の出荷金額に対して、その物流センタ
ーの標準物流原価率を掛けることによって算出されることとなる。 
月次で損益計算書を作成する企業であれば、上記の式で毎月社内振替価格を計算し、
営業部門から物流センターへ収益の振替処理を行うことになる。そして、この金額が
物流センターの擬似的な収益として、損益計算書の売上の項目に計上されることにな
る。 
以上の計算では、図表 25 の項目 C、限界利益までに対応した社内振替価格である。
筆者は、物流センターとしての業績評価を行うのであれば、図表 25の項目 I、純利益
まで見る必要があると考える。そうすることによって、トラックなどの車両や物流機
器、または物流センターの敷地面積などに対する効率性を検証することが可能となる
からである。よって、各項目の標準的な数字を算出し、社内振替価格の基礎数字とし
て追加する必要がある。 
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社内振替価格 =  
 実際の出荷金額 ×  
    (標準物流原価 ＋ 標準管理可能費 ＋ 標準部門固有管理不能費 ＋  
      標準共通本社費) / 標準出荷金額 × 100) 
 
このように社内振替価格の項目を追加することによって、図表 25の項目 I、純利益
まで対応した社内振替価格を計算することができるようになる。 
実際の運用後、営業部門などから社内振替価格の見直しなどが要請される可能性も
ある。定期的に標準物流原価を見直すようにしておけば、そのような要請にも対応す
ることができると同時に、物流センターでの継続的な ABC による原価計算の実施にも
つながる。 
 
第七項 損益計算書の作成手順 変動費 
次に変動費の計上である。物流センターにおける変動費の定義については、「物流変
動費は、物流操業度の増減に比例して増減する物流コスト」(西沢 脩 2003)（P75）を
使用する。物流変動費の具体的な例を図表 26 に示す。 
 
図表26：物流変動費の具体例 
部門 費目 内容 
物
流
構
内 
変動労務費 
・倉庫、物流センターの従業員の賃金(主に残業代などの変動部分) 
・パート、アルバイトの賃金 
変動諸経費 ・水道光熱費 ・消耗品費 ・事務用品費 
輸 
 
送 
変動労務費 
・運転手、助手、整備員の賃金(主に残業代などの変動部分) 
・パート、アルバイトの賃金 
変動車両費 ・燃料費、油脂費 ・消耗品費 ・道路使用料 
（出所）西沢 脩. (2003). 物流活動の会計と管理: 物流の abc から scm まで. 東京: 白桃書房.  
p.78〜79. を参考に筆者が作成  
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第 3 章、第二節、第九項で述べたように、売上から変動費を引いた利益が限界利益
である。よって限界利益は、変動費に対するコストダウンなどの効果を表すものであ
る。そのことから、変動費はその効果の測定を考えながら設定する必要がある。とく
に限界利益は現場の業績になることから、現場がコントロールできない項目を設定す
ることは避けるほうが良いと思われる。また、車両のタイヤや整備などの安全に関わ
る項目は、効率性を追求する項目にのせる場合は注意が必要である。例えば、「今月は
経費が増加傾向にあるから、タイヤ交換は来月にまわす」という心理が働かないよう
にしなければならない。よって、安全に関わる項目は、年間の平均使用金額を全社的
に取り決め、その月額を管理可能費に計上するやり方も考えられる。 
 
第八項 損益計算書の作成手順 管理可能費 
次に管理可能費の計上である。この項目は固定費の計上が主になる。そこで、物流
センターにおける固定費は、「物流固定費は、物流操業度が増減しても、それにかかわ
らず一定額しか発生しない物流コスト」(西沢 脩 2003, p.75.）という定義を使用す
る。物流固定費の具体的な例を図表 27に示す。 
 
 
図表27：物流固定費の具体例 
 部門 費目 内容 
物
流
構
内 
固定労務費 
・倉庫、物流センターの従業員の賃金(固定給部分) 
・パート、アルバイトの賃金 
固定諸経費 
・マテリアルハンドリング機器 
   (カーゴテナー、フォークリフトなどの減価償却分) 
輸 
 
送 
固定労務費 ・運転手、助手、整備員の賃金(固定給部分) 
固定車両費 
・車両リース料、車両費(減価償却分) 
・車両修繕費 
（出所）西沢 脩. (2003). 物流活動の会計と管理: 物流の abcから scmまで. 東京: 白桃書房.  
p.78〜79. を参考に筆者が作成  
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ここで考える必要があるのが、車両リース料や車両費(減価償却分)である。特に、
社内で複数の物流センターを運営しているケースでは、この費用の計上の仕方によっ
ては利益にバラツキが出る可能性がある。物流原価計算における減価償却費の扱いに
ついては「物流原価計算基準では、実際耐用年数で、残存価格をゼロとし、定額法で
計算する」(西沢 脩 2003, ｐ.63.）という提言があり、それについて(西沢 脩 2003, 
ｐ.63.）は 3つの理由を述べている。 
 
第 1 に、定率法の方が早期償却が可能であり、節税に役立つので財務会
計上好んで使用されるが、定率法では毎期の償却費が減少してゆくので、
期により不均衡が生ずるだけでなく、毎期原価削減がなされたような誤解
が生じてしまう。 
 
第 2 に、税務会計では、法定耐用年数を使用することが強制されている
が、法定耐用年数は主として物理的年数をもとにしているので、経済的年
数を加味した実際年数は相当短いのが普通である。それ故、法定年数で償
却を行っては、実質資本を維持し、取替資金を確保できない。商法の「相
当ノ償却」(第 34条)も、実際年数を想定しているものと解される。 
 
第 3に、残存価格は、税務会計では取得原価の 1割と法定されているが、
現在の廃棄物処理の実情からは、せめてゼロと考えるのが合理的である。 
 
筆者もこれらの内容と同じ考えである。特に、複数の物流センターを利益センター
として業績評価を行う場合、同一条件下で比較検証できることが必須となる。なぜな
ら、その物流センターの効率性を検証、または問題点を発見するためには、対前月、
または対前年対比、さらには他の物流センターとの比較など様々な視点から比較する
ことが必要となるからである。定率法や生産高比例法などでは、その条件によって月々
の減価償却費が変動するため、このような業績の比較が難しくなる。特に生産高比例
法を車両に適用した場合、その車両を使用しない方が減価償却費の減少が見込める。
車両の効率性と反して利益が増加するのであれば、物流センターの効率性を管理する
趣旨と矛盾が生じることとなる。また、物流センターの業績評価を事業部長や従業員
92 
 
の報酬と連動させるのであれば、筆者はトラック、営業車などの車両関係、または、
カーゴテナーなどのマテリアルハンドリング機器などは、社内での償却基準金額を設
けて、各物流センターで同一の金額を償却費として計上することが望ましいと考える。
なぜなら、メーカーの違い、または購入時期の違いなどで車両費に違いが発生すると、
業績評価に対する公平性が失われるからである。定額法によって計算された減価償却
費を基礎的な数字とし、それを基に全社統一的な基準価格を設定すれば、業績評価に
対する公平性が担保される。この様に、業績評価には公平性に対する考慮が必要にな
ると考える。 
 
第九項 損益計算書の作成手順 部門固有管理不能費 
次に物流センターにおける部門固有管理不能費の計上である。ここでいう部門固有
管理不能費は、「本社が導入を意思決定した設備の減価償却費などのように、事業部長
は決定権限をもたないが、その費用の発生が当該事業部に直接跡づけられる固定費」
(武脇ほか 2008, 第 5 章, 森口 毅彦, p.115.)の定義を使用する。物流センターにお
ける部門固有管理不能費についてその具体例を図表 28に示す。 
 
 
図表28：物流部門固有管理不能費の具体例  
部門 費目 内容 
 
 ・物流センター施設(倉庫建屋の減価償却部分など) 
・マテリアルハンドリング機器 
   (自動倉庫、デジタルピッキングなどの減価償却分) 
・保険料(建屋、マテハンなど) 
・固定資産税(土地、建屋など) 
（出所）西沢 脩. (2003). 物流活動の会計と管理: 物流の abcから scmまで. 東京: 白桃書房.  
p.78〜79. を参考に筆者が作成  
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図表 28の物流センター施設費は、物流センターの収益と対比することによって、物
流センターの床面積などに対する効率性が判断できる。たとえば、物量が増加する月
は、物流センター施設費を売上げで割った物流センター施設費対収益比率は下がるこ
とになる。逆に、物量が減少する月は、物流センター施設費収益比率が上がることに
なる。よって、物流部門固有管理不能費の効率性が、数値的な指標として明示するこ
とができる。物流センター施設費収益比率が上がった場合は、物流部門固有管理不能
費の効率性が悪化していることを示しているため、何かしらのアクションを起こす必
要がある。例を挙げると、営業部門と協力してスポットの物流業務を獲得するなどで
ある。ここでの効率性は、営業部署との連携を強化する意味においても重要な指数と
なる可能性がある。 
 
第十項 損益計算書の作成手順 本社共通費 
最後に、本社共通費の配賦である。その配賦の基準は、物流センターの従業員数、
出荷金額などを設けることとなる。 
 
第十一項 損益計算書の具体例 
以上の内容をもとに、図表 29に簡易的な物流センター損益計算書を明示する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表29：物流センターにおける損益計算書の具体例   
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部門 費目 内容 金額 売上対比 
売 上 社内振替価格   
変
動
費 
物流構内 
人件費(社員)   
人件費(パート)   
水道光熱費   
消耗品費   
事務用品費   
輸送 
人件費(運転手、助手)   
人件費(パート)   
燃料費、油脂費   
消耗品費   
道路使用料   
限界利益   
固
定
費 
物流構内 
人件費(社員)   
人件費(パート)   
マテハン機器(低額)   
輸送 
人件費(運転手、助手)   
車両費   
車両修繕費   
管理可能利益   
部
門
固
有 
 
物流センター施設費   
マテハン機器(高額)   
保険料   
固定資産税   
貢献利益   
  本社共通費   
純利益   
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（出所）西山 茂. (2009). 戦略管理会計 (改訂 2 版 ed.). 東京: ダイヤモンド社. p.216. を
参考に筆者が作成  
 
 
第十二項 損益計算書と ABM、ABBの連動 
本節、第五項から第十一項までの内容によって、物流センターで使用する損益計算
書の作成が可能となった。次に重要なのは、その損益計算書で計算された利益の管理
である。例えば、売上利益率の向上や、物流コストの低減などである。これには、第
3章、第二節、第六項で述べた ABMの活用が挙げられる。 
本研究で提示された物流センターの損益計算書は、売上の基礎数字として ABC によ
って計算された標準物流原価が使用されている。そのため、ABM との連動性が高い。
なぜなら、第 3 章、第二節、第七項で述べたように、ABM は ABC で計算された原価情
報を使用するからである。よって、物流センター内における活動別原価の管理が容易
になったといえる。ABM の活用により原価の低減ができれば、売上利益率の向上や、
社内振替価格の低減なども行えることとなる。また、予算管理でも第 3 章、第二節、
第八項で述べた ABB の活用が可能である。物流センター内における活動別原価の予算
を作成することにより、各活動原価の実績と対比させることができる。もし、損益計
算書の利益に何かしらの問題が生じた場合、各原価の予算と実績との対比から、どの
原価に問題があるのかを早期に発見することが可能となるのである。 
このように、ABC を損益計算書に活用することによって、損益計算書から算出され
た結果に対して、ABM による原価低減活動や、ABBを利用した物流原価の予算管理など
が実施できるようになる。これは、損益計算書による利益管理と、ABC、ABM、ABB な
どによる原価管理とを連携させることができることを意味している。これら一連の活
動を新しい物流管理会計フレームワークとして図表 30にまとめた。 
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図表30：物流管理会計フレームワーク   
 
 
 
第十三項 業績評価と原価計算の継続的使用 
上記で示したフレームワークを、社内における業績の測定や評価、または人事考課
などに活用することによって、経営に物流管理会計を組み入れることが可能となる。
また、標準物流原価には ABCが使われているため、ABMによる定期的な原価低減活動、
または ABB による予算管理などを行っていけば、物流における原価計算の継続性を担
保することが可能となる。これらの一連の仕組みが経営と結びついていれば、そこに
原価(費用) 
(社内振替価格の基礎数字) 
ABC 
各 利 益 
売  上 
ABB 
損益計算書 
(各原価の予算管理) 
ABM 
(原価見直し) 
(各原価の低減) 
業績評価 
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実行の強制性も生まれることになると考える。、 
また、このような ABC・ABM・ABB・事業部制組織の損益計算書を包括的に活用した
物流センターの業績評価があれば、経営幹部から管理職、または従業員に至るまで、
業績の開示方法や、その報告書内容についても納得性の高いものになる可能性が高い
と考えられる。 
 
第三節 事例研究からの示唆 
第一項 数値管理とリーダーシップ行動の関係性について 
第 4 章、第二節、第九項で提示した「リーダーシップと数値管理における関係性モ
デル」と「リーダーシップと企業文化における関係性モデル」のうち、本研究のリサ
ーチクエスチョンでもあるリーダーシップと数値管理の関係性を表した「リーダーシ
ップと数値管理における関係性モデル」について述べたい。本研究で作成されたモデ
ルでは、数値管理が組織へ影響することから始まり、情報の共有や人事考課を多様化
させることによってその影響が従業員へと広がり、しいてはリーダーシップ行動の「社
員への動機付け」と「社員の共感」につながることが示された。よって、リーダーシ
ップ行動と数値管理には強い関係性があり、数値管理を導入することでリーダーシッ
プ行動を補完するという仮説が生成されたことになる。特に、第 3 章、第一節で述べ
た変革型リーダーシップでは、動機付けや信頼によるコミュニケーションが重要なキ
ーワードとなっている。よって、本研究で構築されたモデルは、変革型リーダーシッ
プとも親和性の高いものになっているといえる。この件については、本節、第二項で
その明細を述べる。 
次に、「リーダーシップと数値管理における関係性モデル」において、特に重要であ
ると思われるカテゴリー「人事評価の多様性」と、カテゴリー「数値が持つ客観性」
について考えてみたい。 
カテゴリー「人事評価の多様性」では、定量的な業績測定と評価だけでは、数値管
理の影響が現場や従業員へ広まらないことを示している。そこで、業績測定と評価に
ついて考えてみたい。IMDインターナショナル(1999)は、「業績の測定と評価は、個人
やチームが責任を負うという点で、非常に重要なものだ」(IMD インターナショナル 
1999, 第 1章, Lynda Gratton, p.33.)と述べ、業績測定がマネジメント・コントロー
ルの基礎であることを指摘している。その上で IMD インターナショナル(1999)は、業
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績評価には財務的な数字だけではなく、「事業戦略のすべての面に関係する数値を重視
しなければならい」(IMDインターナショナル 1999, 第 1章, Lynda Gratton, p.33.)
とも指摘している。以上のことから、IMD インターナショナル(1999)は効果的な業績
評価として下記の様にまとめている。(IMDインターナショナル 1999, 第 1章, Lynda 
Gratton, p.33.) 
 
事業戦略との結び付きを最大限にするためには、そのプロセスは幅広い
業績、すなわち顧客満足度やチームワークといった、より定性的なものを
測定できなくてはならない。定量的な業績を組み合わせることが、事業戦
略と密接に結び付いた、業績測定と評価プロセスの中心的機能である。 
 
数値管理も事業戦略の一つであると考えれば、「リーダーシップと数値管理における
関係性モデル」で示されたカテゴリー「人事評価の多様性」の重要性にも一定の合理
性があると解釈できる。 
次に、カテゴリ 「ー数値が持つ客観性」について考えてみたい。ビジネス EQ(Goleman 
2000, p.461.)の中では、「達成に関するフィードバックを行う」で下記の様な一節が
ある。 
 
あるプロゴルファーが、予測できないときに怒りを爆発させ、その結果
結婚でもキャリアでもともに失敗を繰り返してきた。そこで彼は怒りの爆
発の強さと回数を減らすための訓練に参加して、いわゆるスコア表をつけ
だした。つまり、彼が怒りを感じたかを記録したのである。 
このプログラムを開始して数か月たったとき、彼はかつてないほどの怒
りに見舞われ、その怒りから完全にわれを失った。この出来ごとから彼は
全く意欲を失い、自分を変えようとした努力はもはや行き場を失ってしま
ったと絶望に陥った。しかし彼のスコア表を見て、また意欲を取り戻した。
彼は怒りの爆発の数が著しく減っていることに気づいたのだ。かつては週
に何回も怒りを爆発させていたのに、今回の出来ごとまで二カ月間も一度
も怒りを爆発させていなかったのだ。 
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筆者は、上記のエピソードが数値の持つ客観性とその効果を表していると解釈して
いる。数値的な指標が持つ客観性が人々の共感と理解を生み出す様は、上記のような
プライベートだけの話しではない。ビジネスにおいてもその有効性は変わらないと考
える。 
 
第二項 本研究による仮説生成と変革型リーダーシップの関係について 
本研究で生成された仮説は、第 3 章、第一節で述べた変革型リーダーシップにおけ
る「4. ビジョンを組織全体に周知する」「5. 社員がビジョン実現に向けて行動するよ
うに、エンパワーメントを実施する」「6. 懐疑的な社員を納得させ、信頼を獲得する
ために満足のいく短期的な成果を上げる」などの変革型リーダーの行動に対しても関
連性が高いと思われる。そこで、それぞれの具体的な内容についてみていきたい。 
「4. ビジョンを組織全体に周知する」とは、変革のビジョンを組織の末端まで行き
渡らせる重要性を示している。これを実現するための方法として Kotter(2012)は、「ビ
ジョンを皆に理解させることはコミュニケーションの問題」(Kotter 2012, p.53.）と
述べている。ここで、コミュニケーションにおいて重要となる点について考えてみた
い。岡村(1994)は「送り手が情報を正しく伝達すること、そして、受け手が情報を正
しく理解することによって共通性を確立し、期待された行動を起こすことが効果的な
コミュニケーションにつながる」(岡村 一成 1994, 第 7 章, 藤田 主一, p.90.)と述
べている。このことからも、コミュニケーションでは、伝える側と受け取る側の双方
が情報を正しく共有することが重要であることが分かる。さらに Kotter(2012)は、リ
ーダーがフォロワーに自身の言葉を受け入れてもらう上で重要となる点について、以
下のように述べている。(Kotter 2012, p.53.) 
 
数多くの言葉を駆使しようと、吟味を重ねて選んだスローガンであろう
と、このようなメッセージは、理解されたからといって受け入れられると
は限らない。そこで、リーダーシップにおける大きな課題の一つは、信用
を獲得すること、すなわち皆にメッセージを信じてもらうことである。 
 
本研究における「リーダーシップと数値管理における関係性モデル」では、数字の
持つ客観性が従業員の共感へとつながることが示されている。この仮説によれば、リ
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ーダーが自身の言葉に数字の裏付けや、数字によって事実を明確に示すことによって、
より効果的なコミュニケーションが行えると考えられる。 
次に「5. 社員がビジョン実現に向けて行動するように、エンパワーメントを実施す
る」では、変革時における動機付けの重要性について述べられている。このことにつ
いて Kotter(2012)は、以下のように述べている。(Kotter 2012, p.55.) 
 
動機付け、触発することで、人々はエネルギー得る。ただし、統制のメ
カニズムのように、正しい方向に無理やり向かわせるのではなく、達成感、
帰属意識、正当な評価、自尊心、自分の人生は自分の手で握られていると
いう実感、理想に向かって生きる力など、人間の基本的欲求を満たすこと
によって、である。このような感情が芽生えることで、人は深く感動した
り、力強く行動したりできる。 
 
数字管理には、少し冷たく感じる側面があるかもしれない。しかし、数字による結
果は、人々を歓喜させるのも事実である。例えば、赤字の営業所を改革する時、その
達成は黒字化によってもたらされる。逆にいえば、数字が赤字であるにも関わらず、
目標を達成した喜びを得られるとは考えにくい。よって、数字には人々の感情を大き
く動かす力があると思われる。それが、本研究のモデルで示された数値管理から人々
の動機付けへとつながる道筋である。 
次に「6. 懐疑的な社員を納得させ、信頼を獲得するために満足のいく短期的な成果
を上げる」では、変革を実行していく上での短期的な成果の重要性を述べている。こ
のことについて Kotter(2012)は、「変革が本物になるには時間がかかる。したがって、
達成可能な短期目標を設定しておかないと、変革の勢いを失速させかねない」(Kotter 
2012, p.95.)と述べている。本研究のモデルでは、「情報の共有」という概念が生成さ
れた。この概念があって初めて現場への数値管理の影響が認められている。この短期
的な目標の設定も、定量的な目標の方がより理解しやすい。それを現場と共有するこ
とによって、その短期的な目標の到達の有無もわかりやすくなる。 
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第６章 提言 
 
本研究を基に、物流・運輸業界への提言をおこなう。 
 
提言１． 物流・運輸企業は、外部環境の変化に素早く対応するため、組織内におけ
る変革型リーダーシップの割合を高くする必要がある。 
 
物流・運輸業界は、他の産業における構造的な変化から大きく影響をうける産業で
ある。その影響は、物流・運輸業界の利益構造を一変させてしまうため、物流・運輸
企業は、常に外部環境の変化に対応できるようにしなければならない。そのためには、
組織内における変革型リーダーシップの割合を高くし、自ら変革を実行できる組織体
制にする必要がある。 
 
 
提言 2．組織内における変革型リーダーシップの割合を高くする場合、マネジメン
トとのバランスが重要となる。実務にあたる部署はマネジメントの割合を
強くし、戦略を立案・実行する部署はリーダーシップの割合を強くするな
ど、マネジメントとリーダーシップのバランスを組織内で調整する必要が
ある。 
 
企業間の競争が厳しい昨今、企業は、より高度で複雑な物流サービスを物流・運輸
企業に求めている。よって、それらに対処するためには、組織内のマネジメントの割
合を高くする必要がある。しかし物流・運輸業界は、外部環境の変化から大きく影響
を受けるのも事実である。よって、外的な環境の変化に素早く対応するためには、組
織内のリーダーシップの割合を高くする必要もある。この両者を両立するためには、
物流センターなどの前線で実務にあたる部署はマネジメントの割合を高くし、本部な
ど長期的な戦略を立案・実行する部署はリーダーシップの割合を高くするなど、部署
の役割によって両者のバランスを調整する必要がある。避けるべきことは、戦略的な
役割を担う本部が、前線にある部署の管理・監督に集中することである。これでは、
全社的にマネジメントの割合が高くなり、外的な変化に対応することが難しい組織体
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制となる可能性がある。 
 
 
提言 3． 物流・運輸企業は、収益性の低さを改善するため、事業部制組織による損
益計算書を活用し、原価と利益の管理を徹底することが望まれる。その際、
これらの管理を経営の基幹システムの一部として組み入れ、原価と利益の
管理に対する継続性を担保する仕組みを作ることが求められる。 
 
物流・運輸業界における収益性の低さを改善するためには、原価管理と利益管理を
徹底する必要がある。それには、本研究で提示した物流管理会計フレームワークが有
効であると考える。なぜなら、この物流管理会計フレームワークには、ABC による原
価管理、ABM による原価低減活動、そして ABB による予算管理などが損益計算書に統
合され、包括的な利益管理が可能となっているからである。また、この物流管理会計
フレームワークは、業績の測定や人事考課などに対して質の高い情報を提示すること
が可能である。よって、経営管理の一部として組織の基幹システムに組み入れれば、
原価管理と利益管理の実行に対して継続性を担保することが可能となる。 
 
 
提言 4． 組織内にリーダーシップの割合を高くする場合、数値管理を活用すること
が望ましいと思われる。本研究では、リーダーシップと数値管理における
関係性の仮説として「リーダーシップと数値管理における関係性モデル」
が示された。よって、リーダーが数値管理を活用した場合、数値管理がリ
ーダーのリーダーシップ行動を補完する可能性がある。 
 
本研究における「リーダーシップと数値管理における関係性モデル」では、数値的
な指標が、リーダーのリーダーシップ行動に対して補完的な役割をすることが仮説と
して提示された。特に、変革型リーダーシップのおける「動機付け」や「コミュニケ
ーション(共感)」との関連性が示されている。よって、リーダーが組織の変革を実行
する際、自身のリーダーシップ行動を補完するものとして、数値による指標などを活
用することが望ましいと考える。 
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提言 5． 組織において数値管理を活用する場合、情報の共有と人事考課の多様性を
担保する必要がある。この 2つと共に数値管理を行えば、数値管理は、従
業員への動機付けやコミュニケーション(共感)に効果を発揮する可能性
が高いと思われる。 
 
組織内における数値管理の影響は、管理層と現場との 2 つの階層に分けて考える必
要がある。よって、その影響を管理層から現場へと伝達させるためには、情報を共有
する仕組みが必要となる。また、数値管理などによる画一的な人事への評価は、数値
管理の影響を歪める可能性がある。その歪みとは、部分最適に特化した行動、過度の
プレッシャー、またはプロセスを軽視するなど様々である。よって、数値管理の影響
を適正に現場へ伝達させるためには、多様性を持った人事考課が必要になると考える。 
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第７章 結論 
 
第一節 本研究の結論 
本研究では、物流・運輸業界が他の産業の構造的な変化から大きく影響を受ける特
徴を指摘し、その外的な変化へ素早く対応するため、組織内における変革型リーダー
シップの必要性を提示することができた。また、物流・運輸業界の収益性の低さに対
する問題には、ABC、ABM、ABB、そして事業部組織制の損益計算書を包括的に統合した
物流管理会計フレームワークを提示することができた。そして、物流企業を対象とし
た事例研究から、リーダーシップと数値管理における関係性について以下の仮説を提
示することができた。 
本研究では、「リーダーシップと数値管理の関係性モデル」が仮説として提示
された。このモデルでは、リーダーが数値的な指標を活用することによって、数
値管理がリーダーシップ行動を補完する可能性が明示された。特に、従業員に対
する動機付けやコミュニケーション(共感)において、リーダーの行動を補完する
可能性が示された。 
 
第二節 今後の課題 
第一項 組織における変革と変革型リーダーシップ 
変革型リーダーシップでは、いくつかの研究でその課題が提示されている。(東 
2005; 竹林 2004) 東(2005)は「リーダーシップという個人的資質の側面よりも，リ
ーダーとフォロワーとの相互関係や組織全体としての能力から組織変革へアプローチ
することが重要である」(東 2005, p.141.)と述べ、リーダーシップ主導での変革に対
して一石を投じている。また竹林(2004)は「変革型リーダーシップの概念が、ビジョ
ン構築、動機づけ、信頼の構築などをはじめとする幅広い分野に関して言及されてい
るため、これらのアイテム相互がどのように関連しているのか、またどのように区別
されるのかといったことが十分に説明されていない」(竹林 2004, p.69.)と指摘して
いる。また、ビジョンの作成に関して Riggioほか(2008)は「ビジョンを作り広める一
連の行為は、組織が現在の状況と理想とする将来とのギャップを埋められるように、
リーダーとフォロワーの双方による継続的な努力が求められる」(訳：筆者)(Riggio
ほか 2008, 第 4 章, Melissa K.Carsten・Michelle C.Bligh, p.289.)と指摘し、東
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(2005)と同じようにフォロワーとの連動の重要性を指摘している。変化の激しい時代
において、組織の変革は非常に重要であると思われる。よって、これらの課題を念頭
に、変革時におけるリーダーとフォロワーの連動性に関する研究などを行う必要があ
ると考える。 
 
第二項 物流管理会計フレームワーク 
次に、本研究で提示した物流管理会計フレームワークにおける今後の課題について
述べる。 
ABC における最近の研究では、ABC の進化した形として TDABC(time driven 
activity-based costing)が提唱されている。Kaplan ほか(2011)は、「TDABC では、ア
クティビティを定義する段階を省略し、したがって部門費を部門が遂行するいくつか
のアクティビティに配賦することも省略する。そのため、TDABC では、従来の ABC に
付随する費用と時間がかかり、かつ主観が入るアクティビティの調査業務が省略され
る。そして、TDABC では、部門のキャパシティ費用率と部門で処理される個々の取引
のキャパシティ利用度というわずか 2 つのパラメーター値を推定するだけでよい。2
つのパラメーター値は、簡単にかつ客観的に推定することができる」(Kaplanほか 2011, 
p.13.)と述べ、より簡略化できる ABC の新しい方法を提示している。TDABC が物流に
適応できれば、ABCで問題となる項目数の多さによる煩雑さが改善できる可能がある。 
また、第 5 章、第三節で述べたように、業績測定や評価には、定性的な業績や財務
以外での定量的な業績などを組み合わせることが重要である。本研究で提示した物流
管理会計フレームワークは、財務的な業績評価であるといえる。そこで、業務標準化、
および人員配置最適化を可能とするレイバースケジュールシステム(村上 1989)など
の業務系システムと連動が可能となれば、上記のような業績の測定や評価に多様性を
実現できる。レイバースケジュールシステムは「個々の営業活動(業務、作業)に必要
な時間(人時)を明確化する」(村上 1989, p.103.)システムである。ABCは「活動をコ
スト・プールとして、因果関係に基づく原価割り当てを行う」(武脇ほか 2008, 第 10
章, 青木 章道, p.251.)ものである。よって、ABC から算出された数値を基礎にし、
レイバースケジューリングシステムを運用できる可能性がある。具体的には、ABC に
おける資源ドライバー内の各活動は、金銭的な数値によって把握されている。それを
従業員の平均人件費単価で割れば、各活動の活動量が把握できる。さらに、その各活
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動に対する業務時間、特に開始時間と終了時間を紐付けることができれば、そのデー
タをそのままレイバースケジューリングシステムへ応用することが可能となる。以上
のことから、ABC とレイバースケジューリングシステムは、親和性が高いと考えられ
る。このように、物流管理会計フレームワークをベースとした他の業務系システムと
の連動は、業績の測定と評価に多様性をもたらすと考えられる。 
最後に ABC の適用範囲について述べる。近安(2001)は、「活動基準原価計算(ABC)は
古くて新しい手法であるが、大抵は特定の業務領域にのみ導入されており、必ずしも、
プロセスの最初から最後までのコストを把握できる仕組みにはなっていない」(近安 
2001, p.38.)と指摘し、組織内のプロセスに対して横断的にコストを測定する必要性
を述べている。また Drucker(2000)は、「自社のコストについての情報を得るだけでは
不十分である。ますます激化するグローバル市場で競争に勝つには、経済活動の連鎖
全体についてコストを把握し、その連鎖を構成する他の企業との連携のもとに、コス
トを管理し、成果を最大化しなければならない」(Drucker 2000, p.142.)と外部と連
携することの必要性を述べている。物流管理会計フレームワークでいえば、他部署と
の連動性、または荷主との連動性なども検討していく必要性があると考える。 
 
第三項 本研究で示された仮説に関する課題 
本研究で提示された「リーダーシップと数値管理における関係性モデル」と「リー
ダーシップと企業文化における関係性モデル」によって、リーダーシップと数値管理、
またはリーダーシップと企業文化との関係性において一定の仮説が構築された。今後、
この仮説の有効性を定量的な分析などによって検証する必要があると思われる。 
また、「リーダーシップと数値管理における関係性モデル」は、リーダーの視点から
研究されたものである。今後は、フォロワーの視点から同様の研究を行うことによっ
て、より広がりのあるモデルが構築できると考える。 
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